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１ 総論 

 

１－１ 調査の対象とした貨物1の品名、銘柄、型式及び特徴並びに供給者及び供給国 

 

１－１－１ 品名 

 

(1)  電解二酸化マンガン（以下「EMD」2という。） 

なお、二酸化マンガンのうち、電解工程を経ないで製造される化学合成二酸化マンガン及

び天然二酸化マンガンについては、これまでの調査と同様に調査対象貨物には含まれない。 

 

１－１－２ 銘柄及び型式 

 

(2)  商品の名称及び分類についての統一システム（HS）の品目表第 2820.10 号に分類される。 

 

１－１－３ 特徴 

  

(3)  主として、一次電池の正極材に使用される。 

 

１－１－４ 供給者及び供給国 

 

(4)  中華人民共和国（香港地域及びマカオ地域を除く。以下「中国」という。）の生産者及び輸

出者。 

 

１－２ 調査の対象とした期間（以下「調査対象期間」という。） 

 

１－２－１ 不当廉売された指定貨物3の輸入が指定された期間4の満了後に継続し、又は再発す

るおそれに関する事項 

 

(5)  令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日まで。 

 ただし、不当廉売関税に関する政令（平成 6 年政令第 416 号。以下「政令」という。）第 2

条第 3 項に規定する特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実

（調査対象貨物と同種の貨物を生産している中国の産業において当該同種の貨物の生産及び

 
1   １－１に記載の貨物のうち、本邦向けに輸出されるものを「調査対象貨物」という。以下同じ。 
2   Electrolytic Manganese Dioxide 
3  電解二酸化マンガンに対して課する不当廉売関税に関する政令（平成 20 年政令第 196 号）第 1 条第 1 項第

1 号に掲げる貨物をいう。以下同じ。 
4  電解二酸化マンガンに対して課する不当廉売関税に関する政令第 1 条第 1 項第 3 号に掲げる期間をいう。以

下同じ。 
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販売について市場経済の条件が浸透している事実）5に関する事項については、平成 30 年 1

月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日まで。 

 

１－２－２ 不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定

された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれに関する事項 

 

(6)  平成 29 年 4 月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日まで。 

 

１－３ 調査の対象とした事項の概要 

 

１－３－１ 不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発する

おそれに関する事項 

 

(7)  不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれ

に関して、 

(ア) 指定貨物の正常価格（関税定率法（明治 43 年法律第 54 号。以下「法」という。）第 8 条

第 1 項に規定する正常価格をいう。以下同じ。） 

(イ) 指定貨物の本邦向け輸出価格 

(ウ) その他不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発す

るおそれの有無の認定に関し参考となるべき事項 

について調査した。 

 

１－３－２ 不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定

された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれに関する事項 

 

(8)  不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された

期間の満了後に継続し、又は再発するおそれに関して、 

(ア) 不当廉売された指定貨物の輸入量 

(イ) 不当廉売された指定貨物の輸入が本邦における同種の貨物の価格に及ぼす影響 

(ウ) 不当廉売された指定貨物の輸入が本邦の産業に及ぼす影響 

(エ) その他不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指

定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれの有無の認定に関し参考となるべき

事項 

について調査した。 

 

 
5  政令第 2 条第 3 項 
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１－４ 調査開始の経緯 

 

１－４－１ 指定貨物に対する不当廉売関税の課税に係る経緯 

 

(9)  平成 19 年 1 月 31 日、法第 8 条第 4 項の規定による求めとして、東ソー日向株式会社（以

下「東ソー日向」という。）及び東ソー株式会社（以下「東ソー」という。）の 2 者（以下、

東ソー日向及び東ソーの 2 者をあわせて「東ソーグループ」という。）は、南アフリカ共和国、

オーストラリア連邦、中国及びスペイン王国から輸入されている EMD に対する不当廉売関

税の課税を申請（以下「当初申請」という。）した。 

 

(10)  平成 19 年 4 月 27 日、当初申請に基づく調査を開始し、その結果、南アフリカ共和国、オ

ーストラリア連邦、中国及びスペイン王国各国産の EMD について、不当廉売輸入の事実及

び当該輸入が同種の貨物を生産する本邦の産業に実質的な損害を与えている事実が認められ、

本邦の産業を保護するため必要があると認められたことから、平成 20 年 9 月 1 日から平成

25 年 8 月 31 日までを課税期間として、当該課税期間中に当該各国から輸入される EMD に

対し、不当廉売関税を課すこととなった。 

 

(11)  平成 24 年 8 月 30 日、法第 8 条第 26 項の規定による求めとして、東ソーグループから、

「南アフリカ共和国、中華人民共和国及びスペイン王国産の電解二酸化マンガンに対する不

当廉売関税の課税期間の延長を求める書面」（以下「課税期間延長申請」という。）が提出さ

れた。 

 

(12)  平成 24 年 10 月 30 日、課税期間延長申請に基づく調査を開始し、その結果、南アフリカ

共和国、中国及びスペイン王国各国産の EMD について、不当廉売された指定貨物の輸入が

指定された期間の満了後に継続するおそれがあり、また、当該輸入の本邦の産業に与える実

質的な損害等の事実が当該期間の満了後に継続し、又は再発するおそれがあると認められた

ことから、課税期間を平成 31 年 3 月 4 日まで延長した。 

 

(13)  平成 30 年 3 月 2 日、法第 8 条第 26 項の規定による求めとして、東ソーグループから、

「中華人民共和国産の電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延長を求める

書面」（以下「課税期間再延長申請」という。）が提出された。 

 

(14)  平成 30 年 4 月 18 日、課税期間再延長申請に基づく調査を開始し、その結果、中国産の

EMD について、不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続するおそ

れがあり、また、当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が当該期間の満了後

に再発するおそれがあると認められたことから、課税期間を平成 36 年 2 月 29 日まで延長し

た。 
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１－４－２ 課税期間の再々延長申請 

 

(15)  令和 5 年 1 月 23 日、法第 8 条第 26 項の規定による求めとして、東ソーグループから、「中

華人民共和国産の電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延長を求める書面」

が提出された。 

 同年 2 月 3 日、財務大臣は、申請者に当該書面の補正を求め6、これに対して、同月 6 日、

申請者から、「中華人民共和国産の電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延

長を求める書面の一部補正について」が提出された。 

 以下、「中華人民共和国産の電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延長を

求める書面の一部補正について」により補正された「中華人民共和国産の電解二酸化マンガ

ンに対する不当廉売関税の課税期間の延長を求める書面」を「申請書」という。 

 

表 1 申請者の名称及び住所 

名称 住所 

〔東ソーグループ〕  

 東ソー日向 宮崎県日向市船場町 1 番地 

 東ソー 東京都港区芝三丁目 8 番 2 号 

 

(16)  申請者は、本邦において同種の貨物を生産及び販売している者であり、同者の令和 4 年 1

月から同年 12 月までの EMD の生産高の割合は申請適格（本邦における総生産高の四分の一

以上） 7を満たしていた。 

 

(17)  調査当局は令和 5 年 3 月 1 日、中国政府に対し、かかる申請があり申請書を受領した旨を

通知8した。 

 

１－４－３ 調査開始の決定 

 

(18)  申請書を検討した結果、不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続

し、又は再発するおそれ及び不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な

損害等の事実が指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれについて、申請者と

して収集した十分な証拠が提出されており、また、申請に対する支持の状況は本邦産同種の

貨物の本邦における総生産高の 50%を超えていたこと9から、調査を開始する必要があると認

められたので、令和 5 年 3 月 8 日、申請に基づく調査の開始を決定10し、その旨を直接の利

 
6   不当廉売関税に関する手続等についてのガイドライン（以下「ガイドライン」という。）6．(1) 
7   政令第 5 条第 1 項第 1 号 
8  1994 年の関税及び貿易に関する一般協定第 6 条の実施に関する協定（平成 6 年条約第 15 号。以下「協定」

という。）5.5 
9   政令第 7 条第 4 項第 7 号及びガイドライン 6．(2) 
10  法第 8 条第 27 項 
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害関係人（調査対象貨物の供給者及び輸入者並びに申請者並びに財務大臣が本調査に特に利

害関係を有すると認める者をいう。以下同じ。）と認められた者に対し、書面により通知11（申

請書（開示版）の写しを添付）するとともに、官報で告示12した（調査開始告示13）。 

 

(19)  調査開始告示において、政令第 10 条第 1 項前段及び第 10 条の 2 第 1 項前段の規定による

証拠の提出及び証言、第 11 条第 1 項の規定による証拠等の閲覧、第 12 条第 1 項の規定によ

る対質の申出、第 12 条の 2 第 1 項の規定による意見の表明並びに第 13 条第 1 項の規定によ

る情報の提供についてのそれぞれの期限を次のとおりとした。 

(ア) 証拠の提出及び証言についての期限 令和 5 年 6 月 8 日 

(イ) 証拠等の閲覧についての期限 政令第 16 条各項に規定する告示の日 

(ウ) 対質の申出についての期限 令和 5 年 7 月 10 日 

(エ) 意見の表明についての期限 令和 5 年 7 月 10 日 

(オ) 情報の提供についての期限 令和 5 年 7 月 10 日 

 また、調査開始告示において、「本調査は日本語で実施することから、証拠の提出及び証言、

証拠等の閲覧の申請、対質の申出、意見の表明又は情報の提供は日本語の書面により行うも

のとする。ただし、これらの原文が日本語以外の言語によるものである場合は、当該原文に加

え日本語の翻訳文を添付するものとする。」、「本調査の開始に当たり、令第十条第二項前段及

び第十条の二第二項前段の規定による証拠の提出を求めるため、前記三（一）の供給者及びそ

の他の調査開始の日において把握している利害関係者に対し、質問状を送付し、期限を定め

て回答を求めるほか、その他の利害関係者からも回答が得られるよう当該質問状を財務省及

び経済産業省のホームページに掲載する。」及び「当該質問状の送付を受けた利害関係者は所

定の期限までに回答を行うものとし、利害関係者であるにもかかわらず、本告示の日から七

日以内に当該質問状の送付を受けなかった者は、本告示の日から十四日以内に前記（二）の宛

先に利害関係者に該当することを証する資料を添えて書面で申し出た上で、財務省若しくは

経済産業省のホームページから当該質問状を入手し、又は当該質問状の送付を受け、所定の

期限までに回答を行うものとする。」旨を告示した。 

 

(20)  令和 5 年 3 月 8 日、中国政府に対し、調査開始を決定した旨を書面により通知14（申請書

（開示版）の写しを添付15）した。 

 また、同日、財務大臣は、関税・外国為替等審議会関税分科会特殊関税部会委員に対し、調

査開始を決定した旨を通知し、その後、令和 5 年 10 月 5 日に開催された関税・外国為替等審

議会関税分科会特殊関税部会において調査開始について説明16した。 

 なお、本調査の開始決定に際し、令和 5 年 3 月 6 日、財務大臣及び経済産業大臣は、本調

 
11  政令第 8 条第 1 項 
12 政令第 8 条第 1 項 
13  財務省告示第 52 号（令和 5 年 3 月 8 日） 
14 協定 12.1 及び 12.3 
15 協定 6.1.3 及び 11.4 
16 ガイドライン 6．(3) 
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査を開始する必要があると認め、相互にその旨を通知17した。 

 

１－５ 調査開始後の経緯 

 

１－５－１ 質問状等の送付及び回答の状況 

 

(21)  令和 5 年 3 月 8 日、調査対象貨物の供給者及び輸入者並びに本邦産同種の貨物の生産者（以

下、これらの者を総称して「利害関係者」という。）並びに産業上の使用者（以下、利害関係

者及び産業上の使用者を総称して「利害関係者等」という。）に対して、「不当廉売関税の課税

期間の延長に関する調査への協力のお願い（利害関係者等共通）」（以下「お願い紙」という。）、

「確認票」及び「質問状」を送付し、期限を定めて回答を求めるとともに、特段の理由なく回

答期限内に回答しない場合は、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドラ

イン 10．に基づき、政府は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づい

て本件に関する最終的な決定を行うことを明示した。 

 また、お願い紙、確認票及び質問状を財務省18及び経済産業省19のホームページに掲載の上、

公表し、調査開始告示の日から 7 日以内に財務大臣から質問状等の送付を受けていない利害

関係者等のうち、本調査に参加する意思を表明しようとする者は、調査開始告示の日から 14

日以内に指定された連絡先に利害関係者に該当することを証する資料を添えて書面で申し出

るとともに、上記の質問状等に回答の上、質問状等の所定の期限までに回答を提出するよう

明示した。さらに、質問状等に対し、特段の理由なく回答期限内に回答しない場合、協定 6.8

及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン 10．に基づき、政府は知ることが

できた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件に関する最終的な決定を行うことに

なる旨を明示した。 

 

(22)  調査当局は、調査対象貨物の供給者に対するお願い紙、確認票及び質問状の送付と同時に、

駐日中国大使館に対し当該質問状を送付し、調査対象貨物の供給者として調査当局が知り得

た下記(24)の 16 者に対して当該質問状を送付したことを伝えるとともに、当該供給者以外の

者で調査対象貨物の生産又は輸出を行っている者がいる場合、証拠の提出の機会を設けるた

め、諸手続についての案内等を追送する用意があることを伝え、そのような生産者及び輸出

者に係る情報の提供を依頼した。 

 また、調査当局が知り得た供給者、輸入者及び産業上の使用者に対して、それぞれに係る確

認票において、中国の生産者及び輸出者の情報の提供を求めるとともに、財務省及び経済産

業省のホームページにおいて本調査に係る確認票及び質問状が入手可能であることを当該者

 
17 政令第 18 条 
18 https://www.customs.go.jp/tokusyu/denkainisankamangan.htm 
（以下、確認票及び質問状等を掲載した財務省のホームページアドレスは同様。） 

19 https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-
remedy/investigation/EMD/index.html 
（以下、確認票及び質問状等を掲載した経済産業省のホームページアドレスは同様。） 
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に伝達するよう依頼した。  

 

(23)  確認票及び質問状の送付等の状況、並びにこれらに対する回答書の提出状況等については、

「表 2 確認票及び質問状の送付並びに回答等の状況」のとおりであった。 

 なお、具体的には、下記「１－５－１－１ 供給者への質問状等の送付等」、「１－５－１

－２ 調査対象貨物と同種の貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事

実に関する質問状等の送付等」、「１－５－１－３ 輸入者への質問状等の送付等」、「１－５

－１－４ 本邦生産者への質問状等の送付等」及び「１－５－１－５ 産業上の使用者への

質問状等の送付等」において述べる。また、確認票及び質問状の回答において、期限を超過し

て回答を提出した者については、調査に支障のない範囲で、自発的な証拠の提出又は情報の

提供としてこれを受理した。 

 

表 2 確認票及び質問状の送付並びに回答等の状況 

利害関係者等の区分 

 

A 

送付数 

確認票 質問状 

B 

回答数 

 
D 

回答数 C うち実績あり 

 
 

 回答率 
(B/A)  

 割合 
(C/B) 

 回答率 
(D/A) 

件 件 % 件 % 件 % 

供給者 16 0 0 
(生産) 
(輸出) 

0 
0 

0 
0 0 0 

 
市場経済の条件が浸透して
いる事実に関するもの 

16 0 0 0 0 0 0 

輸入者 720 3 42.9 3 100.0 1 14.3 

本邦生産者 2 2 100.0 2 100.0 2 100.0 

産業上の使用者 13 9 69.2 6 66.7 3 23.1 

（注 1）上表中の「実績」とは、「供給者」は調査対象貨物の「生産」又は「輸出」、「市場経済の

条件が浸透している事実に関するもの」は「中国における同種の貨物の生産」、「輸入者」は

調査対象貨物の「輸入」、「本邦生産者」は本邦産同種の貨物の「生産」及び「産業上の使用

者」は調査対象貨物又は本邦産同種の貨物の「購入」に係る実績があった場合をいう。 

（注 2）上表中の割合(%)の表示項目については、小数点以下 2 桁目の数字を四捨五入している。 

 

１－５－１－１ 供給者への質問状等の送付等 

 

(24)  令和 5 年 3 月 8 日、調査対象貨物の供給者として調査当局が知り得た下記の 16 者に対し、

「お願い紙」、調査対象期間中に調査対象貨物を生産したか否か及び本邦に輸出したか否か並

びに本調査へ協力するか否か等を確認するための「確認票」並びに「調査対象貨物の生産者及

 
20  調査開始時に輸入者向けの一式を送付したものの、後に確認票の回答から輸入者に該当しないことが判明し 
 たパナソニックエナジー株式会社及び調査開始後に判明し令和 5 年 3 月 23 日に質問状等を送付した輸入者パ  
 ナソニックオペレーショナルエクセレンス株式会社を含む。 
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び輸出者に対する質問状」（以下「供給者当初質問状」という。）を送付21するとともに、当該

送付した様式について、財務省及び経済産業省のホームページに掲載の上、公表した。 

 この際、お願い紙において「「確認票」又は「質問状」に対して、特段の理由なく回答期限

内に回答しない場合は、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン

10．に基づき、政府は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件

に関する最終的な決定を行う」こと、及び「政府は、調査対象貨物の生産者及び輸出者の数

が、合理的に調査できる範囲を超えるときには、その検討の対象を合理的に調査できる範囲

に制限する」場合があることを明示した。 

また、調査開始後に調査当局が知り得た供給者について、令和 5 年 4 月 17 日、下記(イ)の

供給者 1 者に対して調査開始決定の通知を送付22した。 

 

(ア) 令和 5 年 3 月 8 日に質問状等を送付した供給者 

(a) 湘潭電化科技股份有限公司(Xiangtan Electrochemical Scientific LTD.)（以下「Xiangtan」

という。） 

(b) 湖南青沖新材料股份有限公司(Hunan QingChong New Materials Co., Ltd.)（以下

「Hunan QingChong」という。） 

(c) 湖南金龍錳業有限公司(Hunan Jinlong Manganese Industry Co., Ltd.)（以下「Hunan 

Jinlong」という。） 

(d) 湘西自治州鴻瑞科技有限公司(Xiangxi Hongrui Technology Co., LTD.)（以下「Xiangxi 

Hongrui」という。） 

(e) 湖南順隆新能源科技有限公司(Hunan Shunlong New Energy Technology)（以下「Hunan 

Shunlong」という。） 

(f) 貴州紅星発展大龍錳業有限責任公司(Guizhou Redstar Developing Dalong Manganese 

Industry Co., Ltd.)（以下「Guizhou Redstar Dalong」という。） 

(g) 貴州紅星発展進出口有限責任公司(Redstar Development Import and Export Co., Ltd.)

（以下「Redstar Import and Export」という。） 

(h) 貴州能鉱錳業集団有限公司 (Guizhou Manganese Mineral Group Co., Ltd.)（以下

「Guizhou Manganese」という。） 

(i) 広西桂柳新材料股份有限公司(Guangxi Guiliu New Material Co., LTD.)（以下「Guangxi 

Guiliu」という。） 

(j) 広州住友商事有限公司(Sumitomo Corporation (Guangzhou) Ltd.)（以下「Sumitomo」

という。） 

(k) 広西靖西市一洲錳業有限公司(Guangxi Jingxi City Yizhou Manganese Industry Co., 

Ltd.)（以下「Guangxi Jingxi City」という。） 

 
21 政令第 10 条第 2 項 
22  同者が調査対象貨物の供給者である旨は同者の関連企業の確認票回答により判明したが、当該関連企業は当 
 該確認票回答において両者共に調査に協力しない旨を回答していたため、供給者当初質問状等の送付は行わな   
 かった。 
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(l) 靖西湘潭電化科技有限公司(Guangxi Jingxi Xiangtan Electrochemical)（以下「Guangxi 

Jingxi Xiangtan」という。） 

(m) 広西滙元錳業有限責任公司(Guangxi Huiyuan Manganese (South Mn))（以下「Guangxi 

Huiyuan」という。） 

(n) 普瑞斯鉱業（中国）有限公司(Guangxi Prince Erachem)（以下「Guangxi Prince」とい

う。） 

(o) 広西福斯銀新材料有限公司(Guangxi Fusi Silver)（以下「Guangxi Fusi」という。） 

(p) 南方錳業投資有限公司 (South Manganese Investment Limited)（以下「 South 

Manganese」という。） 

 

(イ) 令和 5 年 4 月 17 日に調査開始決定の通知を送付した供給者 

(a) 【供給者 A 社】  

 

(25)  確認票に関しては、「表 3 供給者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、確認

票回答の提出期限である令和 5 年 3 月 22 日までに、上記(24)(ア)の供給者 16 者から確認票

回答の提出はなかった。 

 

(26)  供給者当初質問状の調査項目 B から G に係る回答書の提出期限の延長について、「表 3 供

給者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、その延長要望の提出期限である令和

5 年 4 月 7 日までに申出はなかった。 

 

(27)  供給者当初質問状に関しては、「表 3 供給者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のと

おり、質問状回答書の提出期限である令和 5 年 4 月 14 日までに質問状回答書の提出はなか

った。 

 

(28)  供給者当初質問状の送付等の状況、及びこれらに対する回答書の提出状況等の詳細につい

ては、「表 3 供給者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおりであった。 

 

表 3 供給者当初質問状等の送付及び回答等の状況 

供給者名 
確認票・ 
当初質問状
等の送付日 

確認票 
回答日 

生産・輸出の 
実績及び 
協力可否 

当初質問状 
回答日（調
査項目 A） 

当初質問状 
回答延長要望 
（調査項目

B～G） 

当初質問状 
回答日 

（調査項目
B～G） 

(ア) 令和 5 年 3 月 8 日に質問状等を送付した供給者 

(a) Xiangtan 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(b) Hunan QingChong 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(c) Hunan Jinlong 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(d) Xiangxi Hongrui 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(e) Hunan Shunlong 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 
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(f) Guizhou Redstar 

Dalong 

3/8 
回答無し － 回答無し － 回答無し 

(g) Redstar Import 

and Export 

3/8 
回答無し － 回答無し － 回答無し 

(h) Guizhou 

Manganese 

3/8 
回答無し － 回答無し － 回答無し 

(i) Guangxi Guiliu 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(j) Sumitomo 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(k) Guangxi Jingxi 

City 

3/8 
回答無し － 回答無し － 回答無し 

(l) Guangxi Jingxi 

Xiangtan 

3/8 
回答無し － 回答無し － 回答無し 

(m) Guangxi Huiyuan 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(n) Guangxi Prince 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(o) Guangxi Fusi 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(p) South Manganese 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(イ) 令和 5 年 4 月 17 日に調査開始決定の通知を送付した供給者 

(a)【供給者 A 社】 － － 協力しない 

※脚注 22 参照 

－ － － 

 

１－５－１－２ 調査対象貨物と同種の貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透して

いる事実に関する質問状等の送付等 

 

(29)  令和 5 年 3 月 8 日、調査対象貨物の供給者として調査当局が知り得た上記(24)(ア)の供給者

16 者に対し、「不当廉売関税の課税期間の延長に関する調査への協力のお願い（中華人民共和

国（香港地域及びマカオ地域を除く。以下同じ。）における調査対象貨物と同種の貨物の生産

及び販売について市場経済の条件が浸透している事実の有無に関するもの）」（以下「お願い

紙（市場経済）」という。）、市場経済の条件が浸透している事実を示すことを希望するか否か

を確認するための「確認票（市場経済条件が浸透している事実の有無に関するもの）」（以下

「市場経済確認票」という。）、及び「中華人民共和国における国内向け同種の貨物及び第三国

向け同種の貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実の有無に関する

調査の質問状」（以下「市場経済質問状」という。）を送付23するとともに、当該送付した様式

について、財務省及び経済産業省のホームページに掲載の上、公表した。 

 この際、市場経済確認票において、供給者が市場経済の条件が浸透している事実を調査当

局に示すことを希望しない場合には、政府は、政令第 2 条第 3 項に規定する市場経済の条件

 
23 政令第 10 条の 2 第 2 項 
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が浸透している事実があることが確認できなかったものとして、同条第 1 項第 4 号の価格24

を正常価格として用いることがある旨を明示した。 

 なお、お願い紙（市場経済）において、市場経済確認票又は市場経済質問状に対して、特段

の理由なく回答期限内に回答しない場合には、市場経済の条件が浸透している事実があるこ

とが確認できなかったものと判断する旨を明示した。 

 

(30)  市場経済確認票に関しては、「表4 市場経済質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、

確認票回答の提出期限である令和 5 年 3 月 22 日までに上記(24)(ア)の供給者 16 者から確認

票回答の提出はなかった。 

 

(31)  市場経済質問状に関して、「表 4 市場経済質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、

質問状回答書の提出期限である令和 5 年 4 月 14 日までに市場経済質問状回答書の提出はな

かった。 

 

(32)  市場経済質問状の送付等の状況、及びこれらに対する回答書の提出状況等の詳細について

は、「表 4 市場経済質問状等の送付及び回答等の状況」のとおりであった。 

 

表 4 市場経済質問状等の送付及び回答等の状況 

供給者名 
確認票・ 
質問状等
の送付日 

確認票 
回答日 

生産の実績
及び 

協力可否 

市場経済条件
の浸透の事実
を示すことの
希望の有無 

質問状 
回答日 

（調査項目
A） 

質問状 
回答日 

（調査項目
B～E） 

(ア) 令和 5 年 3 月 8 日に質問状等を送付した供給者 

(a) Xiangtan 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(b) Hunan QingChong 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(c) Hunan Jinlong 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(d) Xiangxi Hongrui 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(e) Hunan Shunlong 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(f) Guizhou Redstar Dalong 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(g) Redstar Import and 

Export 
3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(h) Guizhou Manganese 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(i) Guangxi Guiliu 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(j) Sumitomo 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(k) Guangxi Jingxi City 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

 
24 ① 中国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国（以下「代替国」という。）における消費に向けられる

調査対象貨物と同種の貨物の通常の商取引における価格 
② 当該代替国から輸出される当該同種の貨物の輸出のための販売価格 
③ 当該代替国における当該同種の貨物の生産費に当該同種の貨物に係る通常の利潤並びに管理費、販売経費

及び一般的な経費の額を加えた価格 
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(l) Guangxi Jingxi Xiangtan 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(m) Guangxi Huiyuan 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(n) Guangxi Prince 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(o) Guangxi Fusi 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(p) South Manganese 3/8 回答無し － － 回答無し 回答無し 

(イ) 令和 5 年 4 月 17 日に調査開始決定の通知を送付した供給者 

(a)【供給者 A 社】 － － 協力しない

※脚注 22

参照 

－ － － 

 

１－５－１－３ 輸入者への質問状等の送付等 

 

(33)  令和 5 年 3 月 8 日、調査対象貨物の輸入者として調査当局が知り得た下記(ア)の 6 者に対

し、「お願い紙」、調査対象期間中に調査対象貨物を輸入したか否か及び本調査へ協力するか

否か等を確認するための「確認票」並びに「調査対象貨物の輸入者に対する質問状」（以下「輸

入者当初質問状」という。）を送付25するとともに、当該送付した様式について、財務省及び

経済産業省のホームページに掲載の上、公表した。 

 この際、お願い紙において「「確認票」又は「質問状」に対して、特段の理由なく回答期限

内に回答しない場合は、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン

10．に基づき、政府は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件

に関する最終的な決定を行う」ことを明示した。 

 また、調査開始後に調査当局が知り得た下記(イ)の輸入者に対しては、令和 5 年 3 月 23 日

に「お願い紙」、「確認票」及び「輸入者当初質問状」を送付した。 

 

(ア) 令和 5 年 3 月 8 日に質問状等を送付した輸入者 

(a) 三菱商事 RtM ジャパン株式会社（以下「三菱商事」という。） 

(b) 蝶理株式会社（以下「蝶理」という。） 

(c) 住友商事株式会社（以下「住友商事」という。） 

(d) 株式会社極東商会（以下「極東商会」という。） 

(e) パナソニックエナジー株式会社（以下「パナソニックエナジー」という。） 

(f) 本城金属株式会社（以下「本城金属」という。） 

 

(イ) 令和 5 年 3 月 23 日に質問状等を送付した輸入者 

(a) パナソニックオペレーショナルエクセレンス株式会社（以下「パナソニックオペレーシ

ョナルエクセレンス」という。） 

 

 
25 政令第 10 条第 2 項 
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(34)  確認票に関して、「表 5 輸入者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、上記

(33)(ア)の輸入者 6 者のうち、確認票回答の提出期限である令和 5 年 3 月 22 日までに 2 者26

から確認票回答の提出があった。 

 これら確認票回答の提出があった 2 者から、調査対象期間中に調査対象貨物の輸入の実績

がある旨、及び本調査へ協力する旨の回答があった。 

 また、上記(33)(ア)の輸入者のうち 1 者27については、調査対象期間中に調査対象貨物の輸

入の実績がない旨の回答があったことから、対象外になるものとして、輸入者として取り扱

わないこととした。 

 なお、同者は購入の実績があることから、「１－５－１－５ 産業上の使用者への質問状等

の送付等」のとおり、産業上の使用者として取り扱うこととした。 

 上記(33)(イ)の令和 5 年 3 月 23 日に質問状等を送付した輸入者からは、本調査へ協力しな

い旨の確認票回答の提出があった。 

 

(35)  輸入者当初質問状の調査項目 B から E に係る回答書の提出期限の延長について、「表 5 輸

入者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、その延長要望の提出期限である令和

5 年 4 月 7 日までに、輸入者からの申出はなかった。 

 

(36)  輸入者当初質問状に関して、「表 5 輸入者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとお

り、質問状回答書の提出期限である令和 5 年 4 月 14 日までに、上記(34)のとおり本調査に協

力を表明した 2 者のうち 1 者28から、調査項目 A から E に係る回答書の提出があった。 

 

(37)  輸入者当初質問状の送付等の状況、及びこれらに対する回答書の提出状況等の詳細につい

ては、「表 5 輸入者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおりであった。 

 

表 5 輸入者当初質問状等の送付及び回答等の状況 

輸入者名 
確認票・ 
当初質問状

等の送付日 

確認票 
回答日 

輸入実績 
及び 

協力可否 

当初質問

状回答日 
（調査項

目 A） 

当初質問状

回答延長要

望（調査項

目 B～E） 

当初質問状

回答日 
（調査項目

B～E） 

(ア) 令和 5 年 3 月 8 日に質問状等を送付した輸入者 

(a) 三菱商事 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(b) 蝶理 3/8 3/22 
輸入 有 

協力する 
4/14 － 4/14 

(c) 住友商事 3/8 3/17 
輸入 有 
協力する 

回答無し － 回答無し 

(d) 極東商会 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

 
26 蝶理、住友商事 
27 パナソニックエナジー 
28 蝶理 
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(e) パナソニックエナジ

ー 

3/8 3/27 

（期限後） 

輸入 無 

協力しない 
－ － － 

(f) 本城金属 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(イ) 令和 5 年 3 月 23 日に質問状等を送付した輸入者 

(a) パナソニックオペレ

ーショナルエクセレンス 
3/23 

4/6 

（期限後） 

輸入 有 
協力しない 

回答無し － 回答無し 

 

１－５－１－４ 本邦生産者への質問状等の送付等 

 

(38)  令和 5 年 3 月 8 日、本邦産同種の貨物の生産者として調査当局が知り得た下記(a)及び(b)の

2 者29に対し、「お願い紙」、調査対象期間中に本邦産同種の貨物を生産したか否か等及び本調

査へ協力するか否かを確認するための「確認票」並びに「本邦の生産者に対する質問状」（以

下「本邦生産者当初質問状」という。）を送付30するとともに、財務省及び経済産業省のホー

ムページに当該送付した様式を掲載の上、公表した。 

 この際、お願い紙において「「質問状」に対して、特段の理由なく回答期限内に回答しない

場合は、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン 10．に基づき、

政府は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件に関する最終的

な決定を行う」ことを明示した。 

 

(a) 東ソー日向 

(b) 東ソー 

 

(39)  確認票に関して、「表 6 本邦生産者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、確

認票回答の提出期限である令和 5 年 3 月 22 日までに、上記(38)の本邦生産者 2 者31から確認

票回答の提出があった。これら確認票回答の提出があった 2 者から、調査対象期間中に本邦

産同種の貨物の生産の実績がある旨、及び本調査へ協力する旨の回答があった。 

 

(40)  本邦生産者当初質問状の調査項目 B から F に係る回答書の提出期限の延長について、「表

6 本邦生産者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、その延長要望の提出期限で

ある令和 5 年 4 月 7 日までに、上記(39)のとおり本調査に協力を表明した本邦生産者 2 者32

から提出期限の延長の申出があり、調査に支障のない範囲でこれを認めた。 

 

(41)  本邦生産者当初質問状に関して、「表6 本邦生産者当初質問状等の送付及び回答等の状況」

 
29 東ソーグループ 
30 政令第 10 条第 2 項 
31 東ソーグループ 
32 東ソーグループ 
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のとおり、上記(39)のとおり本調査に協力を表明した本邦生産者 2 者33から、質問状回答書の

提出期限である令和 5 年 4 月 14 日までに調査項目 A に係る回答書の提出が、回答書提出期

限の延長後の提出期限である令和 5 年 4 月 28 日までに調査項目 B から F に係る回答書の提

出があった。 

 

(42)  本邦生産者当初質問状の送付等の状況、及びこれらに対する回答書の提出状況等の詳細に

ついては、「表 6 本邦生産者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおりであった。 

 

表 6 本邦生産者当初質問状等の送付及び回答等の状況 

本邦生産者名 
確認票・当初
質問状等の 
送付日 

確認票 
回答日 

生産実績 
及び 

協力可否 

当初質問状 
回答日 

（調査項目
A） 

当初質問状
回答延長 
要望（調査
項目 B～F） 

当初質問状 
回答日 

（調査項目
B～F） 

〔東ソーグループ〕  

 (a) 東ソー日向 3/8 3/20 

（連名） 

生産 有 

協力する 

4/12 

（連名） 

3/29 

（連名） 

4/28 

（連名）  (b) 東ソー 3/8 

 

１－５－１－５ 産業上の使用者への質問状等の送付等 

 

(43)  令和 5 年 3 月 8 日、調査対象貨物の産業上の使用者として調査当局が知り得た下記の 13 者

に対し、「お願い紙」、調査対象期間中に調査対象貨物又は本邦産同種の貨物を購入したか否

か及び本調査へ協力するか否か等を確認するための「確認票」並びに「産業上の使用者に対す

る質問状」（以下「産業上の使用者当初質問状」という。）を送付34するとともに、当該送付し

た様式について、財務省及び経済産業省のホームページに掲載の上、公表した。 

 

(a) パナソニックエナジー 

(b) FDK 株式会社（以下「FDK」という。） 

(c) 株式会社東北村田製作所（以下「東北村田製作所」という。） 

(d) 三井金属鉱業株式会社（以下「三井金属鉱業」という。） 

(e) JFE マグパウダー株式会社（以下「JFE マグパウダー」という。） 

(f) 【産業上の使用者 A 社】 

(g) 東洋紡株式会社（以下「東洋紡」という。） 

(h) マクセル株式会社（以下「マクセル」という。） 

(i) 新日本電工株式会社（以下「新日本電工」という。） 

(j) 日揮触媒化成株式会社（以下「日揮触媒化成」という。） 

(k) アステラス製薬株式会社（以下「アステラス製薬」という。） 

(l) 日本化学産業株式会社（以下「日本化学産業」という。） 

 
33 東ソーグループ 
34 政令第 13 条第 2 項 
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(m) 株式会社ジーエス・ユアサテクノロジー（以下「ジーエス・ユアサテクノロジー」という。） 

 

(44)  確認票に関して、「表7 産業上の使用者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、

確認票回答の提出期限である令和 5 年 3 月 22 日までに、上記(43)の産業上の使用者 13 者の

うち 6 者35から、また、当該期限後に 3 者36から、確認票回答の提出があった。 

 これら確認票回答の提出があった 9 者のうち 6 者37から調査対象期間中に調査対象貨物又

は本邦産同種の貨物の購入の実績がある旨、及び当該 6 者のうち 4 者38から本調査へ協力す

る旨の回答があった。 

 

(45)  産業上の使用者当初質問状の調査項目 B から E に係る回答書の提出期限について、「表 7 

産業上の使用者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおり、その延長要望の提出期限

である令和 5 年 4 月 7 日までに、上記(44)のとおり本調査に協力を表明した 4 者のうち 1 者

39から提出期限の延長の申出があり、調査に支障のない範囲でこれを認めた。 

 なお、他の産業上の使用者からは、提出期限である令和 5 年 4 月 7 日までに産業上の使用

者当初質問状回答書の提出期限の延長の申出はなかった。 

 

(46)  産業上の使用者当初質問状に関して、「表 7 産業上の使用者当初質問状等の送付及び回答

等の状況」のとおり、質問状回答書の提出期限である令和 5 年 4 月 14 日までに、上記(44)の

とおり本調査に協力を表明した 4 者のうち 1 者40から調査項目 A に係る回答書の提出が、1

者41から調査項目 A から E に係る回答書の提出があった。また、当該提出期限後に、当該 4

者のうち 1 者42から調査項目 A から E に係る回答書の提出があり、当該期限後に提出された

回答書については情報の提供43として受理した。 

 

(47)  産業上の使用者当初質問状の調査項目 B から E に係る回答書について、回答提出期限の延

長後の提出期限である令和 5 年 4 月 28 日までに、上記(45)のとおり回答書の提出期限の延長

の申出があった産業上の使用者 1 者から調査項目 B から E に係る回答書の提出があった。 

 

(48)  産業上の使用者当初質問状の送付等の状況、及びこれらに対する回答書の提出状況等の詳

細については、「表 7 産業上の使用者当初質問状等の送付及び回答等の状況」のとおりであ

った。 

 

 
35 JFE マグパウダー、【産業上の使用者 A 社】、東洋紡、マクセル、新日本電工、アステラス製薬 
36 パナソニックエナジー、FDK、ジーエス・ユアサテクノロジー 
37 パナソニックエナジー、FDK、JFE マグパウダー、【産業上の使用者 A 社】、東洋紡、マクセル 
38 FDK、【産業上の使用者 A 社】、東洋紡、マクセル 
39 FDK 
40 FDK 
41 東洋紡 
42 マクセル 
43 政令第 13 条第 1 項 
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表 7 産業上の使用者当初質問状等の送付及び回答等の状況 

産業上の使用者名 

確認票・

当初質問

状等の 
送付日 

確認票 
回答日 

購入実績 
及び 

協力可否 

当初質問状 
回答日 

（調査項目

A） 

当初質問状 
回答延長 
要望（調査 
項目 B～E） 

当初質問状

回答日 
（調査項目

B～E） 

(a) パナソニックエナ

ジー 
3/8 

3/27 

（期限後） 

購入 有 

協力しない 
回答無し － 回答無し 

(b) FDK 3/8 
4/7 

（期限後） 

購入 有 

協力する 
4/14 4/7 4/28 

(c) 東北村田製作所 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(d) 三井金属鉱業 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(e) JFE マグパウダー 3/8 3/16 
購入 有 

協力しない 
回答無し － 回答無し 

(f) 【産業上の使用者

A 社】 
3/8 3/22 

購入 有 
協力する 

回答無し － 回答無し 

(g) 東洋紡 3/8 3/20 
購入 有 
協力する 

4/13 － 4/13 

(h) マクセル 3/8 3/22 
購入 有 

協力する 

4/18 

（期限後） 
－ 

4/18 

（期限後） 

(i) 新日本電工 3/8 3/22 購入 無 回答無し － 回答無し 

(j) 日揮触媒化成 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(k) アステラス製薬 3/8 3/20 購入 無 回答無し － 回答無し 

(l) 日本化学産業 3/8 回答無し － 回答無し － 回答無し 

(m) ジーエス・ユア

サテクノロジー 
3/8 

4/3 

（期限後） 
購入 無 回答無し － 回答無し 

 

１－５－２ 当初質問状回答書の不備等の指摘 

 

(49)  提出のあった輸入者当初質問状、本邦生産者当初質問状及び産業上の使用者当初質問状の

回答書を受領後、当該回答書について、必要な資料が添付されていない項目や回答内容に不

備がある項目があったこと等から、次のとおり、当該箇所を明示し、不足している添付資料を

提出する意思、及び回答内容の不備等に係る指摘事項を踏まえて改めた回答書（以下「不備改

め版回答書」という。）を再提出する意思がある場合は、指定された期限までに、これらの添

付資料及び不備改め版回答書を提出するよう求める旨を通知（以下「不備指摘」という。）し

た。 

この際、特段の理由なく回答期限内に不備改め版回答書の提出がない場合は、協定 6.8 及

び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン 10．に基づき、政府は、知ることが

できた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件に関する最終的な決定を行うことに
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なる旨を明示した。 

 

(ア) 輸入者 1 者44に対して、令和 5 年 4 月 28 日に 1 回目の、同年 6 月 2 日に 2 回目の、同

月 28 日に 3 回目の不備指摘を行った。 

(イ) 本邦生産者 2 者45に対して、令和 5 年 4 月 28 日に 1 回目の、同年 5 月 25 日に 2 回目

の、同年 6 月 2 日に 3 回目の、同月 28 日に 4 回目の不備指摘を行った。 

(ウ) 産業上の使用者 3 者46に対して、令和 5 年 4 月 28 日に 1 回目の不備指摘をし、そのうち

1 者47に対しては、同年 5 月 25 日に 2 回目の、2 者48に対しては、同年 6 月 2 日に 2 回目

の、同月 28 日に 3 回目の不備指摘を行った。 

 

(50)  不備指摘に対して、次のとおり、不備改め版回答書等の提出があった。 

 

(ア) 輸入者に対する不備指摘については、輸入者 1 者49から、令和 5 年 4 月 28 日（1 回目）

に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 5 月 17 日までに、同年 6 月 2 日

（2 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同月 16 日までに、同月 28

日（3 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 7 月 12 日までに、

それぞれ不備改め版回答書の提出があった。 

(イ) 本邦生産者に対する不備指摘については、本邦生産者 2 者50から、令和 5 年 4 月 28 日

（1 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 5 月 17 日までに、同

月 25 日（2 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 6 月 8 日まで

に、同月 2 日（3 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同月 16 日ま

でに、同月 28 日（4 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 7 月

12 日までに、それぞれ不備改め版回答書の提出があった。 

(ウ) 産業上の使用者に対する不備指摘については、産業上の使用者 3 者51から、令和 5 年 4

月 28 日（1 回目）に行った不備指摘については回答書の提出期限である同年 5 月 17 日ま

でに、そのうち 1 者52から、同月 25 日（2 回目）に行った不備指摘については回答書の提

出期限である同年 6 月 8 日までに、2 者53から、同年 6 月 2 日（2 回目）に行った不備指摘

については回答書の提出期限である同月 16 日までに、同月 28 日（3 回目）に行った不備

指摘については回答書の提出期限である同年 7 月 12 日までに、それぞれ不備改め版回答書

の提出があった。 

 
44 蝶理 
45 東ソーグループ 
46 FDK、東洋紡、マクセル 
47 FDK 
48 東洋紡、マクセル 
49 蝶理 
50 東ソーグループ 
51 FDK、東洋紡、マクセル 
52 FDK 
53 東洋紡、マクセル 
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(51)  輸入者、本邦生産者及び産業上の使用者への不備指摘並びに不備改め版回答書の提出状況

については、「表 8 輸入者、本邦生産者及び産業上の使用者への不備指摘並びに不備改め版

回答書の提出状況」のとおりであった。 

 

表 8 輸入者、本邦生産者及び産業上の使用者への不備指摘並びに不備改め版回答書の提出状況 

利害関係者等区分 
輸入者、本邦生産者 
及び産業上の使用者 

不備指摘送付日 
不備改め版回答書 
提出日 

輸入者 蝶理 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

5/17 （1 回目） 
6/13 （2 回目） 
7/7  （3 回目） 

本邦生産者 

〔東ソーグループ〕  

 

東ソー日向 

4/28 （1 回目） 
5/25 （2 回目） 
6/2  （3 回目） 
6/28 （4 回目） 

5/16 （1 回目）（連名） 
6/8 （2 回目）（連名） 
6/12 （3 回目）（連名） 
7/12 （4 回目）（連名） 

 

東ソー 

4/28 （1 回目） 
5/25 （2 回目） 
6/2  （3 回目） 
6/28 （4 回目） 

産業上の使用者 

FDK 
4/28 （1 回目） 
5/25 （2 回目） 

5/17 （1 回目） 
6/7  （2 回目） 

東洋紡 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

5/16 （1 回目） 
6/8  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

マクセル 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 

5/16 （1 回目） 
6/14 （2 回目） 

 

１－５－３ 代替国に係る選定通知の送付等 

 

(52)  調査対象貨物と同種の貨物を生産している中国の産業において当該同種の貨物の生産及び

販売について市場経済の条件が浸透している事実を確認できない場合は、正常価格を算出す

る際に、中国の国内販売価格等ではなく、代替国で生産された同種の貨物の国内販売価格等

（以下「代替国価格」という。）を用いることができることとされている54。 

 

１－５－３－１ 代替国に係る選定通知（1 回目） 

 

 
54 世界貿易機関への中華人民共和国の加入に関する議定書（以下「中国 WTO 加盟議定書」という。）及び政令

第 2 条第 3 項 
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(53)  令和 5 年 3 月 8 日、調査当局が知り得た中国の供給者 16 者55、輸入者 6 者56及び本邦生産

者 2 者57並びに中国政府に対して、「「中華人民共和国産電解二酸化マンガンに対する不当廉

売関税の課税期間の延長に関する調査」における「調査対象貨物に係る正常価格算定のため

の代替国候補の選定」に係る意見の求めについて」（以下「代替国選定 1 回目通知」という。）

を発出し、調査対象貨物の生産者が、同種の貨物の生産及び販売について市場経済の条件が

浸透している事実があることを明確に示すことができない場合における代替国を選定するた

めに、調査対象貨物と比較可能な貨物の生産及び販売が行われていると推定される代替国の

候補及びその選定理由について、「表 9 代替国の候補及びその選定理由」を示すとともに、

意見を求めた。 

 また、調査開始後に調査当局が知り得た輸入者 1 者58に対しては、令和 5 年 3 月 23 日に代

替国選定 1 回目通知を発出し、上記同様に意見を求めた。 

 

表 9 代替国の候補及びその選定理由 

代替国の候補 代替国候補の選定理由 

コロンビア共和国、ギリシャ共和国、インド共和国、

スペイン王国、アメリカ合衆国、日本国 

日本国政府が調査したところ、左記 6 か国において

EMD の生産及び販売が行われていると考えられるこ

とから、代替国候補として選定した。 

 

(54)  代替国選定 1 回目通知に対して、令和 5 年 3 月 8 日に当該通知を送付した者のうち、意見

の提出期限である同月 22 日までに、本邦生産者 2 者59から、コロンビア共和国の EMD 生産

者のコスト構造を把握するのが困難であること及びインド共和国の EMD 生産者は市場経済

の下で事業活動を行っていないことを理由として、当該 2 か国は不適切である旨の意見の提

出があった。 

 また、令和 5 年 3 月 23 日に当該通知を送付した者からは、意見の提出期限である同年 4 月

6 日までに意見の提出はなかった。 

 

１－５－３－２ 代替国に係る選定通知（2 回目） 

 

 
55 Xiangtan、Hunan QingChong、Hunan Jinlong、Xiangxi Hongrui、Hunan Shunlong、Guizhou Redstar 

Dalong、Redstar Import and Export、Guizhou Manganese、Guangxi Guiliu、Sumitomo、Guangxi Jingxi 
City、Guangxi Jingxi Xiangtan、Guangxi Huiyuan、Guangxi Prince、Guangxi Fusi、South 
Manganese。 

（なお、調査開始後に調査当局が知り得た供給者である【供給者 A 社】については、【供給者 A 社】の関連企業

が確認票回答において、両者共に調査に協力しない旨を回答していたため、代替国１回目通知等の送付は行わ

なかった。） 
56 三菱商事、蝶理、住友商事、極東商会、パナソニックエナジー、本城金属 
57 東ソーグループ 
58 パナソニックオペレーショナルエクセレンス 
59  東ソーグループ 
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(55)  令和 5 年 4 月 11 日、調査当局が知り得た中国の供給者 16 者60、輸入者 6 者61及び本邦生

産者 2 者62並びに中国政府に対して、「中華人民共和国産電解二酸化マンガンに対する不当廉

売関税の課税期間の延長に関する調査における「調査対象貨物に係る正常価格算定のための

代替国の選定」について」（以下「代替国選定 2 回目通知」という。）を発出し、各代替国の

候補における令和 3 年（2021 年）の 1 人当たりの GNI63が中国に近い順に基づき優先順位64

を付け、調査当局が知り得た全ての代替国候補の生産者（以下「代替国供給者」という。）8 者

を記載した「表 10 代替国候補の優先順位リスト」を示すとともに、「全ての代替国候補の生

産者に対して、質問状を送付し、調査に必要な情報を収集する。」旨等を明示し、代替国の候

補等について意見を求めた。 

 また、これら代替国候補について、日本国政府は、「複数の生産者から回答があり、提供さ

れた情報を使用できる場合」には、「優先順位が高い国に所在する生産者の情報を使用する」

こととし、「同一国内の複数の生産者から回答があり、提供された情報を使用できる場合には、

日本国政府が適当と判断した生産者の情報を使用することとする」旨を明示した。 

 

表 10 代替国候補の優先順位リスト 

優先順位 代替国の候補 生産者の名称 

１ コロンビア共和国 Quimica Internacional S.A. Quintal S.A. 

２ ギリシャ共和国 Tosoh Hellas Single Member S.A. 

３ インド共和国 Moil Limited 

４ スペイン王国 Autlan EMD SL 

５ アメリカ合衆国 

Borman Specialty Materials 

Energizer Holdings, Inc. 

Prince International Corporation 

６ 日本国 東ソー日向 

 

(56)  代替国選定 2 回目通知に対して、意見の提出期限である令和 5 年 4 月 25 日までに、意見

 
60 Xiangtan、Hunan QingChong、Hunan Jinlong、Xiangxi Hongrui、Hunan Shunlong、Guizhou Redstar 

Dalong、Redstar Import and Export、Guizhou Manganese、Guangxi Guiliu、Sumitomo、Guangxi Jingxi 
City、Guangxi Jingxi Xiangtan、Guangxi Huiyuan、Guangxi Prince、Guangxi Fusi、South 
Manganese。 

（なお、調査開始後に調査当局が知り得た供給者である【供給者 A 社】については、【供給者 A 社】の関連企業

が確認票回答において、両者共に調査に協力しない旨を回答していたため、代替国１回目通知等の送付は行わ

なかった。） 
61 三菱商事、蝶理、住友商事、極東商会、本城金属、パナソニックオペレーショナルエクセレンス 
62 東ソーグループ 
63 調査当局が収集及び分析した関係証拠「1 人当たり GNI（2021 年）」 
64 日本国に関しては、調査の過程で日本国以外の国の生産者に関する情報が使用できない場合も考えられるこ

とから代替国候補としたが、調査を実施する当事国であることを考慮し、優先順位を最後とした。 
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の提出はなかった。 

 

(57)  代替国選定 1 回目通知及び代替国選定 2 回目通知の送付状況並びにそれらに対する意見書

の提出状況については、「表 11 利害関係者への代替国選定通知の送付及び回答の状況」の

とおりであった。 

 

表 11 利害関係者への代替国選定通知の送付及び回答の状況 

利害関係者名 
1 回目通知 2 回目通知 

送付日 意見の 
提出日 

送付日 意見の 
提出日 

Xiangtan 3/8 － 4/11 － 

Hunan QingChong 3/8 － 4/11 － 

Hunan Jinlong 3/8 － 4/11 － 

Xiangxi Hongrui 3/8 － 4/11 － 

Hunan Shunlong 3/8 － 4/11 － 

Guizhou Redstar Dalong 3/8 － 4/11 － 

Redstar Import and Export 3/8 － 4/11 － 

Guizhou Manganese 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Guiliu 3/8 － 4/11 － 

Sumitomo 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Jingxi City 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Jingxi Xiangtan 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Huiyuan 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Prince 3/8 － 4/11 － 

Guangxi Fusi 3/8 － 4/11 － 

South Manganese 3/8 － 4/11 － 

三菱商事 3/8 － 4/11 － 

蝶理 3/8 － 4/11 － 

住友商事 3/8 － 4/11 － 

極東商会 3/8 － 4/11 － 

パナソニックエナジー 3/8 － － － 

本城金属 3/8 － 4/11 － 

パナソニックオペレーショナルエクセレンス 3/23 － 4/11 － 

〔東ソーグループ〕  

 東ソー日向 3/8 3/22 

（連名） 

4/11 － 

 東ソー 3/8 4/11 － 
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１－５－３－３ 代替国候補の供給者への質問状等の送付等 

 

(58)  令和 5 年 4 月 11 日、「表 10 代替国候補の優先順位リスト」に示した調査当局が知り得た

代替国供給者 8 者に対し、「電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延長に関

する調査における非市場経済国の代替国としての生産者及び輸出者に対する調査への協力の

お願い」、調査対象期間中に EMD を生産したか否か及び輸出したか否か並びに本調査へ協力

し質問状へ回答するか否か等を確認するための「電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税

の課税期間の延長に関する調査における非市場経済国の代替国としての生産者及び輸出者に

対する確認票」（以下「代替国確認票」という。）並びに「電解二酸化マンガンに対する不当廉

売関税の課税期間の延長に関する調査における非市場経済国の代替国としての生産者及び輸

出者に対する質問状」（以下「代替国供給者質問状」という。）を送付し、協力を求めた。 

 

(59)  これに対して、代替国確認票の提出期限である令和 5 年 4 月 25 日までに、ギリシャ共和国

に所在する代替国供給者 1 者65、及び本邦に所在する代替国供給者 2 者66から、代替国確認票

回答の提出があった。 

 また、これら代替国確認票回答の提出があった 3 者から、EMD の生産及び輸出の実績があ

る旨並びに本調査へ協力する旨の回答があった。 

 

(60)  代替国供給者質問状に関して、質問状回答書の提出期限である令和 5 年 5 月 18 日までに、

代替国供給者 3 者67から調査項目 A に係る回答書の提出があった。 

 また、調査項目 B から D に係る回答書の提出期限の延長について、延長要望の提出期限で

ある令和 5 年 5 月 11 日までに 3 者68から申出があり、調査に支障のない範囲でこれを認め

た。 

 

(61)  代替国供給者質問状の調査項目 B から D に関して、回答書提出期限の延長後の提出期限で

ある令和 5 年 6 月 1 日までに、代替国供給者 3 者69から回答書の提出があった。 

 

(62)  代替国供給者質問状等に対する回答書の提出状況等の詳細については、「表 12 代替国供

給者質問状等の回答等の状況」のとおりであった。 

 

 

 
65 Tosoh Hellas Single Member S.A.（以下「Tosoh Hellas」という。） 

66 東ソーグループ。上記(58)のとおり、代替国供給者質問状等は、東ソー日向に送付したが、東ソー日向から

は東ソーとの連名で回答が提出されたため、(59)記載の代替国確認票回答の提出以降の手続において、東ソー

についても代替国供給者グループとして扱うこととし、本邦に所在する代替国供給者は東ソーグループとし

た。 
67  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
68  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
69  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
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表 12 代替国供給者質問状等の回答等の状況 

優
先 
順
位 

国名 企業名 
確認票 
回答 
提出日 

確認票回答内容 

質問状回答 
提出日 
（調査項目
A） 

質問状回答 
延長要望 
（調査項目B
～D） 

質問状回答 
提出日 
（調査項目B
～D） 

輸
出
実
績 

生
産
実
績 

質
問
状
回
答 

現
地
調
査
受
入 

2
位 

ギリシャ
共和国 Tosoh Hellas 4/25 有 有 

す
る 

可 5/18 5/8 6/1 

6
位 

日本国 東ソーグループ 4/25 有 有 す
る 

可 5/18 5/8 6/1 

 

(63)  代替国供給者質問状の回答書を受領後、当該回答書について、必要な資料が添付されてい

ない項目や回答内容に修正を要すると思われる項目があったこと等から、当該箇所を明示し、

不足している添付資料を提出する意思、及び回答内容に係る修正依頼事項を踏まえて修正し

た回答書（以下「修正版回答書」という。）を再提出する意思がある場合は、指定された期限

までに、これらの添付資料及び修正版回答書を提出するよう求める旨を通知（以下「修正依

頼」という。）した。代替国供給者 3 者70に対して令和 5 年 6 月 28 日に 1 回目の、そのうち

2 者71に対しては同年 10 月 23 日に 2 回目の修正依頼を行った。 

 

(64)  代替国供給者に対する修正依頼については、代替国供給者 3 者72から、令和 5 年 6 月 28 日

に行った修正依頼（1 回目）について、回答書の提出期限である同年 7 月 12 日までに、その

うち 2 者73から、同年 10 月 23 日に行った修正依頼（2 回目）について、回答書の提出期限で

ある同月 30 日までに、それぞれ修正版回答書の提出があった。 

 

１－５－４ 追加質問状の送付等 

 

１－５－４－１ 追加質問状の送付及び回答 

 

(65)  令和 5 年 3 月 8 日に発出した質問状等の追加質問として、同年 7 月 27 日、本邦生産者 2

者74に対して追加質問状を送付した。 

 この際、特段の理由なく回答期限内に追加質問状の回答書（以下「追加質問状回答書」とい

う。）の提出がない場合、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン

10．に基づき、日本国政府は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づい

て、本件に関する最終的な決定を行うことを明示した。 

 
70  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
71  東ソーグループ 
72  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
73  東ソーグループ 
74  東ソーグループ 
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(66)  これに対して、本邦生産者 2 者75から、追加質問状回答書提出期限である令和 5 年 8 月 10

日までに、追加質問状回答書の提出があった。 

 

(67)  追加質問状の送付状況及び追加質問状の回答状況については、「表 13 追加質問状の送付

及び回答状況」のとおりであった。 

 

表 13 追加質問状の送付及び回答状況 

利害関係者等区分 送付先 
追加質問状 
送付日 

追加質問状 
回答日 

〔東ソーグループ〕  

 本邦生産者 東ソー日向 7/27 
8/10（連名） 

 本邦生産者 東ソー 7/27 

 

１－５－５ 証拠の提出及び証言、対質の申出、意見の表明等 

 

１－５－５－１ 証拠の提出及び証言76 

 

(68)  証拠の提出に関して、その期限である令和 5 年 6 月 8 日までに、証拠の提出をした利害関

係者はいなかった。 

 

(69)  証言に関して、その申出の期限である令和 5 年 5 月 25 日までに、証言の申出をした利害関

係者はいなかった。 

 

１－５－５－２ 対質の申出77  

 

(70)  対質の申出に関して、その期限である令和 5 年 7 月 10 日までに、対質の申出をした利害関

係者はいなかった。 

 

１－５－５－３ 意見の表明78 

 

(71)  意見の表明に関して、その期限である令和 5 年 7 月 10 日までに、意見の表明をした利害関

係者はいなかった。 

 

 
75  東ソーグループ 
76  政令第 10 条第 1 項及び第 10 条の 2 第 1 項 
77  政令第 12 条第 1 項 
78  政令第 12 条の 2 第 1 項 
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１－５－５－４ 情報の提供79 

 

(72)  情報の提供に関して、その期限である令和 5 年 7 月 10 日までに、情報の提供を行った産業

上の使用者はいなかった。 

 

１－５－６ 現地調査 

 

１－５－６－１ 本邦生産者に対する現地調査の実施 

 

(73)  上記(41)の本邦生産者当初質問状回答書を提出した本邦生産者 2 者80に対して、令和 5 年 8

月 1 日、「表 14 現地調査（本邦生産者に係るもの）の実施状況」のとおり、現地調査への

同意の有無の確認とともに現地調査の日程を提示した「中華人民共和国産電解二酸化マンガ

ンに対する不当廉売関税の課税期間の延長に関する調査に係る現地調査の受入れの可否につ

いて（回答依頼）」を送付し、現地調査の受入れの可否等の確認を行った。 

 

(74)  これに対して、本邦生産者 2 者から回答期限である令和 5 年 8 月 8 日までに、提示した日

程での現地調査の受入れの同意を得た。 

 

(75)  現地調査の受入れに同意した現地調査対象者に対して、令和 5 年 8 月 23 日、現地調査に係

る説明及び注意事項並びに調査項目等を記載した「「中華人民共和国産電解二酸化マンガンに

対する不当廉売関税の課税期間の延長に関する調査」に係る現地調査の実施について」を送

付81し、「表 14 現地調査（本邦生産者に係るもの）の実施状況」のとおり現地調査を実施

した。 

 

表 14 現地調査（本邦生産者に係るもの）の実施状況 

対象者 
現地調査受入可否等

確認通知日 
現地調査受入可否等

回答日 
現地調査項目 
等の通知日 

実施日 

〔東ソーグループ〕  

 
東ソー日向 8/1 8/8 8/23 

9/11～12 
（同時に実施）  

東ソー 8/1 8/8 8/23 

 

１－５－６－２ 代替国供給者に対する現地調査の実施 

 

 
79  政令第 13 条第 1 項 
80  東ソーグループ 
81  ガイドライン 9.（1）一②及び（3） 
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(76)  上記(60)及び(61)の代替国供給者質問状回答書を提出した代替国供給者 3 者82のうち 2 者83

に対して令和 5 年 8 月 1 日に、1 者84に対して同月 8 日に、「表 15 現地調査（非市場経済

国の代替国としての生産者に係るもの）の実施状況」のとおり、現地調査への同意の有無の

確認とともに現地調査の日程を提示した「中華人民共和国産電解二酸化マンガンに対する不

当廉売関税の課税期間の延長に関する調査（非市場経済国の代替国としての生産者に係るも

の）に係る現地調査の受入れの可否について（回答依頼）」を送付し、現地調査の受入れの可

否等の確認を行った。 

 

(77)  これに対して、代替国供給者 3 者85のうち 2 者86から回答期限である令和 5 年 8 月 8 日ま

でに、1 者87から回答期限である同月 15 日までに、提示した日程での現地調査の受入れの同

意を得た。 

 

(78)  現地調査の受入れに同意した現地調査対象者 2 者88に対して令和 5 年 8 月 23 日に、同じく

現地調査の受入れに同意した現地調査対象者 1 者89に対して令和 5 年 9 月 4 日に、現地調査

に係る説明及び注意事項並びに調査項目等を記載した「中華人民共和国産電解二酸化マンガ

ンに対する不当廉売関税の課税期間の延長に関する調査（非市場経済国の代替国としての生

産者に係るもの）に係る現地調査の実施について」をそれぞれ送付90し、「表 15 現地調査

（非市場経済国の代替国としての生産者に係るもの）の実施状況」のとおり現地調査を実施

した。 

 

表 15 現地調査（非市場経済国の代替国としての生産者に係るもの）の実施状況 

対象者 
現地調査受入可否等 
確認通知日 

現地調査受入可否

等回答日 
現地調査項目等の

通知日 
実施日 

〔東ソーグループ〕  

 東ソー日向 8/1 8/8 8/23 
9/13～9/14 
（同時に実施） 

 東ソー 8/1 8/8 8/23 

Tosoh Hellas 8/8 8/9 9/4 9/26～9/28 

 

 
82  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
83  東ソーグループ 
84  Tosoh Hellas 
85  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
86  東ソーグループ 
87  Tosoh Hellas 
88  東ソーグループ 
89  Tosoh Hellas 
90  ガイドライン 9.（1）一②及び（3）を準用 
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１－５－６－３ 本邦生産者及び代替国供給者に対する現地調査後の手続 

 

(79)  調査当局は、現地調査終了後の令和 5 年 10 月 23 日、本邦生産者 2 者91に対し、現地調査

において提出した資料等に関する秘密扱いを求める情報を要約した閲覧用の書面として提出

された開示版の開示範囲及び秘密情報の要約等の適切性等に関する調査当局からの指摘事項

を通知し、期限を付して、開示版要約を修正した閲覧用の書面及び秘密情報とした理由を修

正した秘密の理由書を提出する意思がある場合には、これらの資料を提出するよう求めた。

その結果、当該本邦生産者 2 者から、提出期限である同月 30 日までに、開示版要約を修正し

た閲覧用の書面及び秘密情報とした理由を修正した秘密の理由書の提出があった。 

(80)  調査当局は、現地調査終了後、現地調査結果報告書を作成し、現地調査対象者である本邦生

産者 2 者92及び代替国供給者 3 者93へ同報告書を送付の上、事実誤認等による修正の有無等に

ついて確認を求めた。 

 

(81)  現地調査結果報告書に係る事実誤認等による修正の有無等の確認に対して、現地調査対象

者である本邦生産者 2 者94及び代替国供給者 3 者95から、現地調査結果報告書の内容に事実誤

認があるとして修正の要望が提出された。 

 調査当局が各現地調査対象者から提出された修正要望の内容を検討したところ、当該修正

要望の内容が適切であると認め、現地調査結果報告書を修正した。 

 

１－６ 秘密の情報 

 

(82)  利害関係者等が自発的に提出した書面（申請書等）、調査当局の求めに応じて提出された書

面（質問状回答書等）及び調査当局が作成した書面（現地調査結果報告書等）に係る秘密とし

て取り扱う情報（以下「秘密情報」という。）について、調査当局は、その範囲及び理由を記

載した書面（以下「秘密の理由書」という。）の提出を求め、これを受領96した。 

 この際、他の利害関係者の閲覧に供するために、これらの書面に係る開示版の書面の提出

を求め、これを受領した。 

 

１－７ 証拠等の閲覧 

 

(83)  利害関係者等が自発的に提出した書面、調査当局の求めに応じて提出された書面及び調査

当局が作成した書面（ただし、これらの書面における秘密情報については開示版要約に限る。）

 
91  東ソーグループ 
92  東ソーグループ 
93  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
94  東ソーグループ 
95  Tosoh Hellas、東ソーグループ 
96  協定 6.5、政令第 7 条第 6 項及び第 7 項、政令第 10 条第 1 項及び第 2 項 
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について、利害関係者に対し閲覧に供した97。 

 

１－８ 開示範囲及び秘密情報の要約に係る指摘 

 

(84)  閲覧に供した質問状回答書等に係る秘密情報の範囲及び秘密情報の要約の適切性について、

利害関係者に対し意見を求めたが、これに対して、利害関係者から意見の提出はなかった。 

 

(85)  閲覧に供した質問状回答書における秘密情報の要約の適切性及び秘密情報とした理由に係

る調査当局からの指摘事項等について、利害関係者等及び代替国供給者に対し以下のとおり

通知し、期限を付して、開示版要約を修正した回答書（以下「開示版修正回答書」という。）

及び秘密情報とした理由を修正した秘密の理由書を提出する意思がある場合には、これらの

資料を提出するよう求めた。 

(ア) 令和 5 年 4 月 28 日、輸入者 1 者98及び産業上の使用者 3 者99に対して、開示範囲及び秘

密情報の要約に係る指摘事項を通知した。 

(イ) 令和 5 年 5 月 25 日、本邦生産者 2 者100及び産業上の使用者 1 者101に対して、開示範囲

及び秘密情報の要約に係る指摘事項を通知した。 

(ウ) 令和 5 年 6 月 2 日、輸入者 1 者102及び産業上の使用者 2 者103に対して、開示範囲及び秘

密情報の要約に係る指摘事項を通知した。 

(エ) 令和 5 年 6 月 28 日、輸入者 1 者104、本邦生産者 2 者105及び産業上の使用者 2 者106に対

して、開示範囲及び秘密情報の要約に係る指摘事項を、代替国供給者 3 者に対して、開示

範囲及び秘密情報の要約に係る修正依頼事項を通知した。 

 

(86)  上記(85)の通知に対して、次のとおり開示版修正回答書及び秘密情報とした理由を見直し

た秘密の理由書が提出され、これを閲覧に供した。 

 

(ア) 上記(85) (ア)の通知に関し、輸入者 1 者及び産業上の使用者 3 者から、提出期限である

令和 5 年 5 月 17 日までに、開示版修正回答書及び秘密情報とした理由を見直した秘密の理

由書の提出があった。 

(イ) 上記(85) (イ)の通知に関し、本邦生産者 2 者及び産業上の使用者 1 者から、提出期限で

ある令和 5 年 6 月 8 日までに、開示版修正回答書及び秘密情報とした理由を見直した秘密

 
97  政令第 11 条 

98  蝶理 
99  FDK、東洋紡、マクセル 
100 東ソーグループ 
101 FDK 
102 蝶理 
103 東洋紡、マクセル 
104 蝶理 
105 東ソーグループ 
106 東洋紡、マクセル 
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の理由書の提出があった。 

(ウ) 上記(85) (ウ)の通知に関し、輸入者 1 者及び産業上の使用者 2 者から、提出期限である

令和 5 年 6 月 16 日までに、開示版修正回答書及び秘密情報とした理由を見直した秘密の理

由書の提出があった。 

(エ) 上記(85) (エ)の通知に関し、輸入者 1 者、本邦生産者 2 者、産業上の使用者 2 者及び代

替国供給者 3 者から、提出期限である令和 5 年 7 月 12 日までに、開示版修正回答書及び秘

密情報とした理由を見直した秘密の理由書の提出があった。 

 

(87)  質問状回答書における開示範囲及び秘密情報の要約に係る指摘及び修正版回答書の提出状

況については、「表 16 輸入者、本邦生産者及び産業上の使用者並びに代替国供給者質問状

回答書への開示範囲指摘の通知及び修正版等の提出状況」のとおりであった。 

 

表 16 輸入者、本邦生産者及び産業上の使用者並びに代替国供給者質問状回答書への開示範囲指

摘の通知及び修正版等の提出状況 

利害関係者等区分及
び代替国供給者区分 

輸入者、本邦生産者 
及び産業上の使用者並びに 
代替国供給者 

開示範囲及び秘密情
報の要約に係る指摘
の 
通知送付日 

開示版修正回答書 
及び秘密の理由書等の
提出日 

輸入者 蝶理 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

5/17 （1 回目） 
6/13 （2 回目） 
7/7  （3 回目） 

本邦生産者 

〔東ソーグループ〕  

 東ソー日向 
5/25 （1 回目） 
6/28 （2 回目） 6/8 （1 回目）（連名） 

7/12 （2 回目）（連名） 
 東ソー 

5/25 （1 回目） 
6/28 （2 回目） 

産業上の使用者 

FDK 
4/28 （1 回目） 
5/25 （2 回目） 

5/17 （1 回目） 
6/7  （2 回目） 

東洋紡 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

5/16 （1 回目） 
6/8  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

マクセル 
4/28 （1 回目） 
6/2  （2 回目） 
6/28 （3 回目） 

5/16 （1 回目） 
6/14 （2 回目） 
7/12 （3 回目） 

代替国供給者 

Tosoh Hellas 6/28 7/12 

〔東ソーグループ〕  

 東ソー日向 6/28 

7/12（連名） 

 東ソー 6/28 
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１－９ 知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）の適用 

 

(88)  調査当局が知り得た供給者 16 者、輸入者 7 者及び本邦生産者 2 者に対して、質問状等を送

付し、回答を求めるに当たって、指定された期限までに回答しない場合、日本国政府は、協定

6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン 10．に基づき、知ることができ

た事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件に関する最終的な決定を行うことができ

る旨を明示した。 

 また、調査開始告示において、調査開始の日において把握している利害関係者に対し、質問

状を送付し、期限を定めて回答を求めるほか、その他の利害関係者からも回答が得られるよ

う当該質問状を財務省及び経済産業省のホームページに掲載したこと、並びに調査開始告示

の日から 7 日以内に財務大臣から質問状等の送付を受けていない利害関係者等のうち、本調

査に参加する意思を表明しようとする者は、調査開始告示の日から 14 日以内に指定された連

絡先に利害関係者に該当することを証する資料を添えて書面で申し出るとともに、上記の質

問状等に回答の上、質問状等の所定の期限までに回答を提出する必要があることを明示した。

更に、財務省及び経済産業省のホームページにおいては、質問状等に対し、特段の理由なく回

答期限内に回答しない場合、協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライ

ン 10．に基づき、政府は知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本

件に関する最終的な決定を行うことになることを明示した。 
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２ 不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれに

関する事項 

 

２－１ 不当廉売された指定貨物の輸入の事実 

 

２－１－１ 総論 

 

２－１－１－１ 不当廉売差額の基本的考え方 

 

(89)  不当廉売差額は、調査対象期間に販売された調査対象貨物の価格の加重平均（以下「輸出価

格」という。）と、輸出国における消費に向けられる同種の貨物の通常の商取引における価格

その他これに準ずる価格の加重平均（以下「正常価格」という。）との差額とする107こととし

た。 

 

(90)  不当廉売差額の算出に当たっては、供給者から提出された証拠に基づき、個々の生産者に

ついて算出する108こととした。証拠の提出がなかった生産者については、知ることができた

事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて109、不当廉売差額を算出することとした。な

お、同一供給国の複数の供給者が関係している場合において、これら全ての供給者を特定す

ることが実行可能でないときは、当該国を指定する110こととした。 

 

(91)  輸出価格と正常価格との比較は、商取引の同一の段階で行うこととし、原則として、供給者

の工場渡し111の段階での価格比較ができるようそれぞれ必要な調整を行った上で加重平均す

る112こととした。調整は、実際の取引価格を基礎とすることとし、原則として、価格比較の

ための通貨単位に換算し、輸出取引及び国内販売取引におけるそれぞれの顧客への販売価格

から、供給者が支払った、割戻し、割引、その他販売価格の修正、内国間接税、倉庫保管費、

倉庫移動費、テスト・検査費、梱包費用、国内運賃、国内保険料、国内における荷役・通関諸

費用、その他の国内輸送費用、供給国の輸出税、供給国から本邦の港までの国際運賃、国際保

険料、日本国内における荷役・通関諸費用、本邦の輸入関税、日本国内運賃、その他の輸送費

用、技術サービス費、製造物責任に係る費用、ワランティ、ロイヤルティ、販売手数料、第三

者に対する支払、広告宣伝費及び販売促進費、その他の直接販売費、在庫金利費用、与信費

用、その他費用を控除すべきかどうか検討し、輸入関税の払戻しについては加算することと

した。 

 
107 協定 2.2、法第 8 条第 1 項及び政令第 2 条並びにガイドライン 7． 
108 協定 2.2.1.1 及び協定 6.10 
109 協定 6.8 及び同附属書Ⅱ、政令第 10 条第 4 項並びにガイドライン 10． 
110 協定 9.2 
111 工場渡しとは、販売者の工場で購入者に貨物を受け渡し、受渡し後の運賃等は購入者が負担する場合をい

う。 
112 協定 2.4、協定 2.4.2 及び政令第 2 条第 4 項 
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(92)  価格比較のための通貨単位は、供給国における通貨単位とし、通貨の換算が必要な場合に

は、原則として、供給者から提出された証拠に示された販売日における為替レートで換算す

る113こととした。 

 

２－１－１－２ 正常価格の算出の基本的考え方 

 

(93)  正常価格は、調査対象貨物の原産国における消費に向けられる同種の貨物の通常の商取引

における価格（以下「国内販売価格」という。）114とし、通常の商取引における国内販売価格

がない場合又は国内市場が特殊な状況にあるため若しくは国内販売量が少ないため国内販売

価格を用いることが適当でないと認められる場合115には、調査対象貨物の原産国から本邦以

外の国（以下「第三国」という。）に輸出される同種の貨物の輸出のための販売価格（以下「第

三国向け輸出価格」という。）116、又は調査対象貨物の生産費に調査対象貨物の原産国で生産

された同種の貨物に係る通常の利潤並びに管理費、販売経費及び一般的な経費の額を加えた

価格（以下「構成価格」という。）117とする118こととした。 

 

(94)  正常価格の算出に当たっては、関連企業間の取引を除外し、非関連企業との取引を検討の

対象とした。ただし、当該取引が関連企業間の取引を除く取引から算出される正常価格の 98%

以上 102%以下の価格で行われる取引については、正常価格の算出に含める119こととした。 

 

(95)  単位当たりの生産費（固定費及び変動費）に管理費、販売経費及び一般的な経費を加えたも

のを下回る価格（以下「コスト割れ価格」という。）による同種の貨物の原産国の国内市場に

おける販売又は第三国への販売については、その販売が長い期間にわたり相当な量（単位当

たりの費用を下回る価格による販売の量が正常価格を決定するために検討の対象となる取引

の 20%以上である場合）で、かつ、合理的な期間内に全ての費用を回収することができない

価格で行われている場合には、価格を理由として当該販売を通常の商取引には当たらないも

のとみなし、正常価格の決定において含めないこととした。ただし、販売の際の単位当たりの

費用を下回る価格であっても、当該価格が調査対象期間における単位当たりの費用の加重平

均を上回る場合には、当該価格は、合理的な期間内に費用を回収することができるものであ

るとみなす120こととした。 

 

２－１－１－３ 調査対象貨物の正常価格の基本的考え方 

 
 

113 協定 2.4.1 
114 政令第 2 条第 1 項第 1 号 
115 政令第 2 条第 2 項 
116 政令第 2 条第 1 項第 2 号 
117 政令第 2 条第 1 項第 3 号 
118 協定 2.2、法第 8 条第 1 項及び政令第 2 条第 2 項 
119 ガイドライン 7 ．（4）一 
120 協定 2.2.1 
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(96)  上記「２－１－１－２ 正常価格の算出の基本的考え方」にかかわらず、調査対象貨物の

正常価格について、調査対象貨物と同種の貨物を生産している中国の産業において、当該同

種の貨物の生産及び販売について、市場経済の条件が浸透している事実を確認できない場合

121には、政令第 2 条第 3 項に基づき、代替国価格として同条第 1 項第 4 号の価格122を正常価

格として使用することとした。 

 

２－１－１－４ 特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実の基本的

考え方 

 

(97)  上記「２－１－１－３ 調査対象貨物の正常価格の基本的考え方」の市場経済の条件が浸

透している事実には、以下の事実が含まれるものとした123。 

(ア) 価格、費用、生産、販売及び投資に関する生産者の決定が市場原理に基づき行われてお

り、これらの決定に対する政府の重大な介入がない事実 

(イ) 主要な投入財（原材料等）の費用が市場価格を反映している事実 

(ウ) 労使間の自由な交渉により労働者の賃金が決定されている事実 

(エ) 生産手段の政府による所有又は管理が行われていない事実 

(オ) 会計処理が、国際会計基準又はそれに準じた形で適切に行われており、財務状況が非市

場経済的な要因により歪められていない事実 

 

２－１－１－５ 輸出価格の算出の基本的考え方 

 

(98)  輸出価格は、本邦へ輸入される貨物に係る供給国における輸出のための販売価格とし、輸

出者から提出された証拠により本邦への輸入の事実について検討する124こととした。 

 

(99)  輸出のための販売価格がない場合又は輸出者が輸入者と連合しているため、当該輸出のた

めの販売価格を用いることが適当でないと認められる場合には、輸出のための販売価格は、

輸出者及び輸入者と連合していない者に対して、本邦内において最初に販売される販売価格

に基づき算出される価格とする125こととした。 

 

２－１－１－６ 端数処理の基本的考え方 

 

 
121 政令第 2 条第 3 項 
122 ① 代替国における消費に向けられる調査対象貨物と同種の貨物の通常の商取引における価格 
  ② 当該代替国から輸出される当該同種の貨物の輸出のための販売価格 
  ③ 当該代替国における当該同種の貨物の生産費に当該同種の貨物に係る通常の利潤並びに管理費、販売経費 
   及び一般的な経費の額を加えた価格 
123 中国 WTO 加盟議定書第 15 条（a）柱書き及び同（ⅰ）、政令第 2 条第 3 項、ガイドライン 7．（6）一並びに

調査開始告示九（一） 
124 協定 2.1 及び法第 8 条第 1 項 
125 協定 2.3、協定 2.4、法第 8 条第 36 項、政令第 3 条及びガイドライン 7．（2） 
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(100) 通貨の換算、不当廉売差額率及び加重平均に際しては、証拠の数値をそのまま計算に用

い、算出した数値について小数点第 3 位を四捨五入することとした。 

 

２－１－２ 調査対象貨物及び同種の貨物の基本的考え方 

 

２－１－２－１ 調査対象貨物 

 

(101) 調査対象貨物は、中国で生産され本邦に輸出された EMD であり、当該貨物の詳細は、

上記「１－１ 調査の対象とした貨物の品名、銘柄、型式及び特徴並びに供給者及び供給国」

に記述したとおりである。 

 

(102) 調査対象貨物は、EMD の用途を基準として、①アルカリグレード（主にアルカリ電池の

材料として使用される他、リチウムイオン二次電池の材料、触媒及び酸化剤等としても使用

され、製造工程上、中和処理されるが、焼成工程を経ずに出荷されるもの。）、②マンガングレ

ード（主にマンガン電池の材料として使用される他、リチウムイオン二次電池の材料、触媒及

び酸化剤等としても使用され、製造工程上、中和処理されるが、焼成工程を経ずに出荷される

もの。）、③リチウム一次用グレード（主にリチウムイオン一次電池に使用され、製造工程上、

中和処理及び焼成工程を経て出荷されるもの。）、④フェライト用グレード（主にソフトフェ

ライトの材料として使用される他、リチウムイオン二次電池の材料、触媒及び酸化剤等とし

ても使用され、製造工程上、中和処理及び焼成工程を経ずに出荷されるもの。）、⑤その他（上

記①から④までのグレードに該当しないもの。）、に品種分けした。 

 

２－１－２－２ 調査対象貨物と比較する同種の貨物 

 

(103) 不当廉売された調査対象貨物の輸入の事実の有無を調査するための調査対象貨物と比較

する同種の貨物は、調査対象貨物と全ての点で同じである EMD、又はそのような EMD がな

い場合には、全ての点で同じではないが極めて類似した性質を有する EMD とした。 

 

２－１－３ 市場経済の条件が浸透している事実 

 

２－１－３－１ 市場経済の条件が浸透している事実に関する検討 

 

(104) 調査対象貨物の正常価格について、上記「２－１－１－４ 特定貨物の生産及び販売に

ついて市場経済の条件が浸透している事実の基本的考え方」に記載のとおり、市場経済の条

件が浸透している事実について検討することとしたところ、上記「１－５－１－２ 調査対

象貨物と同種の貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実に関する質

問状等の送付等」に記載のとおり、中国のいずれの供給者からも、市場経済質問状の回答の

提出はなかった。なお、申請者は申請書において、中国においては EMD の生産及び販売に
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ついて市場経済の条件が浸透していない状況であると主張して、市場経済の条件の浸透の事

実に関する知り得た情報及びその根拠となる資料を提出している126。 

 

２－１－３－２ 市場経済の条件が浸透している事実に関する結論 

 

(105) 上記「２－１－３－１ 市場経済の条件が浸透している事実に関する検討」に記載のと

おり、中国のいずれの供給者からも、市場経済質問状の回答の提出はなかったため、上記「２

－１－１－４ 特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実の基本

的考え方」に掲げた事実を認めることができず、市場経済の条件が浸透している事実を確認

できなかったことから、政令第 2 条第 3 項の規定に基づき、代替国価格を用いることとした。 

 

２－１－４ 代替国候補の選定及び正常価格 

 

２－１－４－１ 代替国候補の選定 

 

(106) 調査対象貨物の正常価格の算定に当たり、代替国価格を用いる可能性を考慮し、上記「１

－５－３－１ 代替国に係る選定通知（1 回目）」のとおり、調査当局が知り得た全ての中国

の供給者 16 者127、輸入者 7 者128及び本邦生産者 2 者129並びに中国政府に対して、「代替国選

定 1 回目通知」を通知したところ、本邦生産者 2 者130から意見が提出された。 

   また、上記「１－５－３－２ 代替国に係る選定通知（2 回目）」のとおり、調査当局が

知り得た全ての中国供給者 16 者131、輸入者 6 者132及び本邦生産者 2 者133並びに中国政府に

対して、各代替国候補における 1 人当たりの GNI が中国に近い順に基づき優先順位を付けた

「代替国選定 2 回目通知」を通知したところ、これに対する意見は提出されなかった。 

 
126 申請書別紙（非公開）10（市場経済条件の浸透の事実に関する知り得た情報） 
127 Xiangtan、Hunan QingChong、Hunan Jinlong、Xiangxi Hongrui、Hunan Shunlong、Guizhou Redstar 

Dalong、Redstar Import and Export、Guizhou Manganese、Guangxi Guiliu、Sumitomo、Guangxi Jingxi 
City、Guangxi Jingxi Xiangtan、Guangxi Huiyuan、Guangxi Prince、Guangxi Fusi、South 
Manganese。 

（なお、調査開始後に調査当局が知り得た供給者である【供給者 A 社】については、【供給者 A 社】の関連企業

が確認票回答において、両者共に調査に協力しない旨を回答していたため、代替国１回目通知等の送付は行わ

なかった。） 
128 三菱商事、蝶理、住友商事、極東商会、パナソニックエナジー、本城金属、パナソニックオペレーショナル

エクセレンス 
129 東ソーグループ 
130 東ソーグループ 
131 Xiangtan、Hunan QingChong、Hunan Jinlong、Xiangxi Hongrui、Hunan Shunlong、Guizhou Redstar 

Dalong、Redstar Import and Export、Guizhou Manganese、Guangxi Guiliu、Sumitomo、Guangxi Jingxi 
City、Guangxi Jingxi Xiangtan、Guangxi Huiyuan、Guangxi Prince、Guangxi Fusi、South 
Manganese。 

（なお、調査開始後に調査当局が知り得た供給者である【供給者 A 社】については、【供給者 A 社】の関連企業

が確認票回答において、両者共に調査に協力しない旨を回答していたため、代替国１回目通知等の送付は行わ

なかった。） 
132 三菱商事、蝶理、住友商事、極東商会、本城金属、パナソニックオペレーショナルエクセレンス 
133 東ソーグループ 
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(107) 上記(106)を踏まえ、上記「１－５－３－３ 代替国候補の供給者への質問状等の送付等」

に記載のとおり、調査当局が知り得た代替国供給者 8 者に対し代替国質問状等を送付したと

ころ、3134者から代替国質問状回答書が提出された。 

  

２－１－４－２ 代替国の正常価格 

 

２－１－４－２－１ 総論 

 

(108) 代替国として選定した国に所在する代替国質問状に回答した代替国供給者 3 者は、調査

対象貨物と比較可能な貨物の生産及び販売を行っており、代替国における消費に向けられる

調査対象貨物と比較可能な貨物の通常の商取引における価格及び代替国から輸出される当該

同種の貨物の輸出のための販売価格（以下「代替国販売価格」という。）135を正常価格として

採用することとした。 

なお、この場合において、サンプル取引136を除外し、上記(95)に従いコスト割れ価格で販

売された取引及び上記(94)に従い関連企業間の取引を除外し、非関連企業との取引を検討の

対象とした。 

 

２－１－４－２－２ 同種の貨物の検討 

 

(109) 代替国供給者である東ソーグループ（東ソー日向、東ソー）が生産している貨物は、下

記の「３－１ 同種の貨物の検討」で述べるとおり、調査対象貨物と比較可能な同種の貨物

であると認められた。 

  

(110) 代替国供給者である Tosoh Hellas は、アルカリグレード EMD 及びマンガングレー

ド EMD の生産を行っているところ、当該代替国供給者の生産している貨物は、形状は

全て粉末、色は黒褐色137であり、調査対象貨物と同様の形状、物的特性を有していたこ

とを確認した。また、主な用途もアルカリ一次電池の製造原料として使用138され、調査対象

貨物と同様の用途で使用されることを確認した。また、Tosoh Hellas への現地調査において、

製造工程については、【工程の状況】139である旨の説明があり、下記の「３－１－２ 製造工

程」で述べるとおり、調査対象貨物と共通の製造工程を有する本邦産同種の貨物の【工程の状

況】していることを確認し、貿易統計上の分類も調査対象貨物と同様に輸入統計品目番号

2820.10-000（二酸化マンガン）に分類されるものと同一であることを確認した。 

 
134 東ソーグループ、Tosoh Hellas 
135 政令第 2 条第 1 項第 4 号 
136 ガイドライン 7．（1）五 
137 代替国供給者質問状回答書（Tosoh Hellas）（調査項目 A-5-1） 
138 代替国供給者質問状回答書（Tosoh Hellas）（様式 A-5-2） 
139 代替国現地調査結果報告書（Tosoh Hellas）1.（2） 
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したがって、代替国供給者である Tosoh Hellas が生産している貨物は、調査対象貨物と比

較可能な同種の貨物であると認められた。 

 

２－１－４－２－３ 正常価格 

  

(111) 代替国の正常価格は、上記(108)により代替国販売価格を算出したところ、1kg 当たり【数

値】人民元となった。 

 

２－１－４－３ 通貨の換算 

 

(112) 不当廉売差額の算出のための価格比較において、正常価格については、代替国供給者 3

者の、それぞれの取引における販売日が属する月の三菱 UFJ 銀行公表の月次レートを用いて

中国人民元に換算した。 

 

２－１－５ 調査対象貨物の輸入の停止 

 

(113) 調査当局は、本邦向け輸出価格の算定を行うにあたり、調査対象貨物の輸入量について

検討した。供給者から質問状に対する回答はなく、輸入者 1 者140の回答から調査対象期間中

の調査対象貨物の輸入実績はなかったことが判明したのみであり、質問状に対する回答から

調査対象貨物の輸入量を把握することはできなかった。したがって、調査当局は、知ることが

できた事実（ファクツ・アヴェイラブル）により当該輸入量を算定した。 

 

(114) 財務省貿易統計によると、「表 17 調査対象貨物の輸入実績の推移」のとおり、調査対

象貨物の輸入量は平成 29 年度では 329MT であったが徐々に減少を続け、調査対象期間にお

ける輸入量は 0MT となり、調査対象貨物の輸入は停止したものと認められる。 

 
表 17 調査対象貨物の輸入実績の推移 

 平成 29 年度 

(2017 年度) 

平成 30 年度 

(2018 年度) 

令和元年度 

(2019 年度) 

令和 2 年度 

(2020 年度) 

令和 3 年度 

(2021 年度) 

2022.1～

2022.12 

輸入量（MT） 329 67 25 25 1 0 

（出所）調査当局が収集及び分析した関係証拠「財務省貿易統計」 

（注）輸入量は小数点以下を四捨五入している。 

 

２－１－６ 供給者 

 

(115) 調査当局は、上記「１－５－１ 質問状等の送付及び回答の状況」に記載のとおり、供

 
140 蝶理 
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給者から入手することを要する情報の詳細を明示し、また、当該必要な情報を得ることがで

きない場合、調査当局は知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づいて本件

に関する最終的な決定を行うことができる旨も明示したが、中国の供給者は必要な情報を提

供しなかった。 

 

(116) したがって、調査当局は、知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づき

不当廉売差額率を算出することとした。調査当局が知ることができた事実として、以下のと

おり中国税関輸出貿易統計及び代替国質問状回答書を用いて不当廉売差額率を算出した。 

 
２－１－６－１ 本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格 

 

(117) 上記(115)に記載のとおり、中国の供給者は調査に必要な情報を提供しておらず、調査当

局は本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格に係る回答は得られなかった。 

 

(118) したがって、本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格については知ることができた事

実（ファクツ・アヴェイラブル）に基づくこととした。調査対象期間における調査対象貨物の

本邦への輸出実績はなく、本邦向け輸出価格は存在しないが、調査対象期間において中国の

供給者から第三国への輸出実績は存在するところ、中国税関輸出貿易統計における中国から

第三国への輸出価格に基づき算出することとした。算出に当たっては、調査対象期間におい

て中国から第三国への輸出価格（FOB 価格）141を基に、中国国内物流費及び輸出にかかる諸

掛り142を控除し工場出荷段階の価格（EXW 価格）を算出したところ、1kg 当たり【数値】人

民元となった。 

   なお、第三国への輸出価格の算出に当たり、調査対象期間中に中国が調査対象貨物と同

種の貨物の輸出を行った実績のある国のうち、米国については、当該期間において当該貨物

に対して不当廉売関税を課している143ため、当該各国向けの輸出価格に影響があると考えら

れることから除外し、それ以外の輸出先への輸出価格により算出した。 

 
２－１－６－２ 不当廉売差額率（正常価格と第三国向け輸出価格との差額） 
 

(119) 上記「２－１－６－１ 本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格」のとおり、調査対

象期間において中国の供給者から本邦に対する輸出実績はなかったが、調査対象期間におい

て中国の供給者から第三国への輸出実績は存在することから、輸出価格については、中国か

ら第三国への輸出価格を使用した。 

 

 
141 調査当局が収集及び分析した関係証拠「中国税関輸出貿易統計」 
142 申請書別紙（非公開）13-2_（中華人民共和国国内物流費用等まとめ） 
143 調査当局が収集及び分析した関係証拠「73 FR 58537-58538, October 7, 2008 DEPARTMENT OF 

COMMERCE International Trade Administration [A-570-919] Antidumping Duty Order: Electrolytic 
Manganese Dioxide From the People’s Republic of China」 
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(120) 不当廉売差額は、上記「２－１－４－２ 代替国の正常価格」において算出した正常価

格と上記「２－１－６－１ 本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格」において算出した

輸出価格との差額により算出した。その結果、1kg 当たり【数値】人民元となった。また、不

当廉売差額を輸出価格で除して不当廉売差額率を算出したところ、「表 18 不当廉売差額率

（正常価格と第三国向け輸出価格との差額）」のとおり、39.26%となった。 

 

表 18 不当廉売差額率（正常価格と第三国向け輸出価格との差額） 

   不当廉売差額率（%） 

 全ての供給者     39.26 

 

２－１－７ 不当廉売された指定貨物の輸入の事実に関する事項についての結論 

 

(121) 上記「２－１－５ 調査対象貨物の輸入の停止」に記載のとおり、調査対象期間におけ

る中国からの調査対象貨物の輸入は停止しており、利害関係者等からも調査対象貨物の輸入

の事実について、証拠は得られなかった。 

   しかし、上記「表 18 不当廉売差額率（正常価格と第三国向け輸出価格との差額）」のと

おり、中国から第三国への輸出価格は、正常価格よりも安価であることが認められた。 

 

２－２ 不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそ

れ 

 

２－２－１ 総論 

 

(122) 「２－１ 不当廉売された指定貨物の輸入の事実」を踏まえ、不当廉売関税の課税期間

満了後の不当廉売輸入の再発のおそれについて以下のとおり検討した。 

 

(123) 上記「２－１－７ 不当廉売された指定貨物の輸入の事実に関する事項についての結論」

に記載のとおり、不当廉売関税の課税措置により、調査対象期間において中国から本邦に対

する調査対象貨物の輸出実績がなかったことから、中国を原産地とする不当廉売された EMD

の輸入の事実は認められなかった。 

   他方で、調査対象期間に、中国の供給者は第三国に対して EMD の輸出を行っていた。

中国の供給者の第三国向け輸出価格は、上記「２－１－４－２ 代替国の正常価格」に記載

の正常価格である 1kg 当たり【数値】人民元よりも低いものであった。具体的には、上記「２

－１－６－１ 本邦向け輸出価格及び第三国向け輸出価格」に記載のとおり、第三国向け輸

出価格は、1kg 当たり【数値】人民元であった。 

 

(124) 調査当局は、さらに、中国の供給者に係る以下の項目を検討の上、現行の不当廉売関税
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の課税期間の満了後において、中国の供給者が生産する EMD の不当廉売輸入が再発するお

それについて、検討することとした。 

① 供給者の余剰生産能力 

② 供給者の将来の生産 

③ 供給者の余剰生産能力を吸収できる中国の国内市場の存在 

④ 追加的な輸出を吸収できる海外市場の存在 

   ⑤ 本邦市場への輸出可能性 

 

２－２－２ 供給者の余剰生産能力 

 

(125) 本邦生産者により提出された、国際マンガン協会資料によれば、中国の供給者の過去 6

年間における EMD の生産能力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量の関係について

は、「表 19 中国の供給者の EMD 生産能力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量」

のとおりであった。 

   中国の供給者は、平成 29 年から令和 3 年にかけて、マンガン酸リチウム（以下「LMO」

という。）需要の拡大を見越し、実際の LMO 需要の拡大以上に EMD の生産能力144及び生産

量を大きく拡大させた。一方で、令和 4 年においては、中国の景気減速に伴う LMO 及び乾

電池需要の急減145並びに世界的な景気減速や欧州のエネルギー危機から波及した中国内外の

EMD 需要の減少146を受け、生産量を大幅に減少させた147。 

   その結果、中国供給者の EMD の生産能力は、平成 29 年から令和 4 年にかけて【数値】

MT 増加したが、その生産量は、平成 29 年から令和 4 年にかけて【数値】MT の増加にとど

まった。そのため、中国の供給者における EMD の稼働率は、平成 29 年の【60-100】%から

令和 4 年に【30-70】%まで低下した一方、余剰生産能力は平成 29 年から令和 4 年にかけて

約 3.4 倍に増加し、令和 4 年には【数値】MT まで拡大した。令和 4 年の余剰生産能力は、下

記「表 23 当該輸入貨物の本邦における消費の相対的変化（市場占拠率）及び本邦の需要量

の推移」の同期間の本邦における需要量の【10～20】倍以上であり、中国の供給者には相当

程度の余剰生産能力があることが認められた。 

  
表 19 中国の供給者の EMD 生産能力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量 

 
144 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-11-1） 
145 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-11-1、A-11-3） 
146 本邦生産者現地調査結果報告書 3.（1）（ウ）、調査当局が収集及び分析した関係証拠「貴州紅星発展有限公

司 2022 年年次報告」、調査当局が収集及び分析した関係証拠「AUTLAN ANNUAL REPORT2022」、調

査当局が収集及び分析した関係証拠「COMMISSION IMPLEMENTING REGULATION (EU) 2023/2120of 
12 October 2023 imposing a provisional anti-dumping duty on imports of electrolytic manganese dioxides 
originating in the People’s Republic of China」、申請書別紙（非公開）16-1、本邦生産者現地調査提出資料

19 
147 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-11-1）、本邦生産者現地調査結果報告書 3.（1）（ウ）、調査当局

が収集及び分析した関係証拠「貴州紅星発展有限公司 2022 年年次報告」 
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 平成 29 年 

(2017) 

平成 30 年 

(2018) 

令和元年 

(2019) 

令和 2 年 

(2020) 

令和 3 年 

(2021) 

令和 4 年

（2022） 

生産能力 

（MT） 
【100】 【107】 【128】 【130】 【147】 【147】 

生産量 

（MT） 
【100】 【112】 【127】 【130】 【146】 【103】 

余剰生産能力 

（MT） 
【100】 【83】 【133】 【126】 【149】 【344】 

稼働率 

（%） 
【60-100】 【60-100】 【60-100】 【60-100】 【60-100】 【30-70】 

国内需要量 

（MT） 
【100】 【117】 【137】 【140】 【153】 【107】 

（出所）本邦生産者当初質問状不備改め版回答書（添付資料 2022 年 EMD 生産量（IMnl））、本

邦生産者追加質問状回答書（添付資料 G-4-①） 

（注）生産能力、生産量、余剰生産能力、国内需要量の【 】は、平成 29 年を 100 とする指数で 

ある。 

 

２－２－３ 供給者の将来の生産 

 

(126) 中国の供給者における EMD の生産能力に関して、国際マンガン協会の資料には、【中国

における EMD の生産の状況】になり148、【中国における生産の状況】、【中国の供給者の生産

能力の状況】旨149が記載されており、全体として、生産能力が拡大することが認められた。 

 

(127) 更に、西南能鉱錳業集団有限公司のホームページ150には、西南能鉱錳業集団有限公司は

中国貴州省のマンガン産業発展の方針を受け、グループ会社である Guizhou Manganese に

対して、マンガン資源循環型経済モデルプロジェクトの第 1 期第 2 段階として令和 3 年 7 月

より 33,500MT の電解二酸化生産ラインの建設を開始し、生産能力を 50,000MT に拡大する

必要があると指導した旨が、Guizhou Manganese のホームページ151には、党委員会のメンバ

ーで貴州省の国有資産監督管理委員会の副委員長による同社マンガン産業の視察が行われ、

同視察において、同社の党委員会の委員でもある同社役員より、同社マンガン産業について、

貴州省の新型工業化の方針に即し、マンガン製品の生産能力を全国下位から上位へと大躍進

 
148 本邦生産者追加質問状回答書（添付資料 G-3-①） 
149 本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-5、添付資料 G-5） 
150 調査当局が収集及び分析した関係証拠 
「西南能鉱錳業集団有限公司に係る 2021 年 3 月 4 日付け記事」 
（https://www.zgxnnk.com/news/detail/1473 ） 
151 調査当局が収集及び分析した関係証拠 
「Guizhou Manganese 2021 年 6 月 2 日 NEWS」 
（https://gznkmy.com/gongsixinwen/100.html） 
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させることを目指してプロジェクトの第 1 期第 2 段階の建設を促進する必要があるとの発言

を行った旨が記載されており、生産能力の拡大計画を有することが認められた。 

 

(128) 以上を踏まえると、今後、中国の供給者において EMD の生産能力の拡大が見込まれる

状況にあることが認められた。 

 

２－２－４ 供給者の余剰生産能力を吸収できる中国の国内市場の存在 

 

(129) 中国の供給者の平成 29 年から令和 4 年までにおける EMD の生産能力、生産量及び国

内需要量の関係については、「表 19 中国の供給者の EMD 生産能力・生産量・余剰生産能

力・稼働率・国内需要量」のとおりであった。 
   中国の供給者は、上記(125)で述べたとおり、令和 4 年において、EMD 需要の減少を受

け、生産量を大幅に減少させた。その結果、中国の供給者の余剰生産能力は、平成 29 年から

令和 4 年にかけて約 3.4 倍に増加し、その増加量は【数値】MT となった。一方で、国内需要

量の増加量は【数値】MT にとどまったことから、余剰生産能力が国内需要量を上回って拡大

することとなり、当該余剰生産能力を全て吸収できるほどの国内需要の拡大はないことが認

められた。 
 

(130) また、申請者から提出された国際マンガン協会資料によると、中国国内における EMD の

【需要動向説明】しており152、EMD 需要の大幅な拡大は見込まれていないことが認められ

た。 
   なお、輸入者 1 者153からは、平成 29 年 4 月～令和 4 年においては、【需要動向説明】し

たものの、現行の不当廉売関税の課税期間が満了した場合における中国需要の動向について、

【需要動向説明】との回答154があり、中国国内における EMD 需要の大幅な需要の動向の変

化が見込まれていないことが認められた。また、本邦生産者155からは大きな需要拡大は期待

できないと考えられる156との回答があり、産業上の使用者 1 者157からは一次電池市場が拡大

傾向にある158との回答があったものの、中国の供給者における令和 5 年の上半期報告書には

一次電池市場の需要が引き続き引き締まる旨記載されており159、EMD 需要における大幅な

拡大は見込まれていないことが認められた。 

 

(131) 以上を踏まえると、中国において、中国の供給者の余剰生産能力を全て吸収できるよう

 
152 申請書別紙（非公開）17-3_（国際マンガン協会資料（2022 年上半期）） 
153 蝶理 
154 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（質問項目 A-7-1、A-7-3） 
155 東ソーグループ 
156 本邦生産者当初質問状回答書（質問項目 A-11-3） 
157 マクセル 
158 産業上の使用者当初質問状回答書（マクセル）（質問項目 A-4-3） 
159 本邦生産者現地調査提出資料 53 
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な国内市場は存在せず、当面、中国の供給者の余剰生産能力を全て吸収できるようになる見

込みもないことが認められた。 

 

２－２－５ 追加的な輸出を吸収できる海外市場の存在 

 

(132) EMD の主要な需要国である米国は160、平成 20 年 10 月、中国産 EMD に対して 149.92%

という極めて高率な不当廉売関税の賦課を開始161し、平成 27 年 1 月及び令和 2 年 7 月に当

該措置をそれぞれ 5 年間延長162した。 

   よって、中国供給者による米国向けの EMD の輸出は今後も引き続き極めて困難な状況

にあると考えられる。 

 

(133) 欧州においては、欧州市場の需要の大部分を満たすことができる EMD 生産者 2 者163が

存在している。そのような状況の中、欧州の EMD 生産者 1 者の申請に基づき、令和 5 年 2

月、中国産 EMD に対する不当廉売関税の調査が開始され、同年 10 月、18.3%から 102.2%

までの不当廉売差額率による不当廉売の事実について仮の決定を行い、0%から 34.6%までの

暫定的な不当廉売関税の賦課を開始した164。 

   よって、中国供給者による欧州向けの EMD の輸出は今後困難になると考えられる。 

 

(134) アジア市場（日本市場及び中国市場を除く。）及び世界のその他の市場（米国市場及び欧

州市場を除く。以下アジア市場と併せて「アジア市場等」という。）においては、令和 4 年に

【数値】MT の EMD 需要がある165が、中国の供給者は「表 19 中国の供給者の EMD 生産

能力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量」のとおり【数値】MT の余剰生産能力を

有しており、当該余剰生産能力をアジア市場等において解消することは困難な状況にある。 

 

(135) したがって、中国の供給者の追加的な輸出を全て吸収できる海外市場は存在しない状況

が認められた。 

 
160 令和 4 年における米国の需要量は【数値】MT であり、同期間の世界の需要量である【数値】MT の約【数

値】%を占めることから、米国は EMD の主要な需要国であることが認められた。（出所：本邦生産者現地調査

提出資料 19） 
161 調査当局が収集及び分析した関係証拠「73 FR 58537-58538, October 7, 2008 DEPARTMENT OF 

COMMERCE International Trade Administration [A-570-919] Antidumping Duty Order: Electrolytic 
Manganese Dioxide From the People’s Republic of China」 

162 調査当局が収集及び分析した関係証拠「80 FR 1393-1394, January 9, 2015 DEPARTMENT OF COMMERCE 
International Trade Administration [A–570–919, A–602–806] Electrolytic Manganese Dioxide From the 
People’s Republic of China and Australia: Continuation of the Antidumping Duty Order on the People’s 
Republic of China, Revocation of the Antidumping Duty Order on Australia」、調査当局が収集及び分析した

関係証拠「85 FR 40970 July 8, 2020 International Trade Administration [A-570-919] Electrolytic Manganese 
Dioxide From the People's Republic of China: Continuation of Antidumping Duty Order」 

163 AUTLAN EMD SL.及び Tosoh Hellas 
164 調査当局が収集及び分析した関係証拠「COMMISSION IMPLEMENTING REGULATION (EU) 2023/2120 

of 12 October 2023 imposing a provisional anti-dumping duty on imports of electrolytic manganese 
dioxides originating in the People’s Republic of China」 

165 本邦生産者現地調査提出資料 19 
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２－２－６ 本邦市場への輸出可能性 

 

(136) 本邦の需要量については、下記「表 23 当該輸入貨物の本邦における消費の相対的変化

（市場占拠率）及び本邦の需要量の推移」のとおり、調査対象期間全体を通じて 4 ポイント

減少しているが、本邦の EMD の市場規模は、下記の「３－５－２－２ 将来における本邦

の EMD の市場規模」で述べるとおり、将来、現状に比して著しく縮小するとも拡大すると

も見込まれないと考えるのが妥当である。 

 

(137) 令和 4 年における本邦の需要量は、同期間における中国の余剰生産能力の約【5-10】%

に相当する規模に過ぎず、中国の供給者にとっては、既に日本市場を全て中国品で占拠する

だけの余剰生産能力を有していることから、課税期間満了後に稼働率を上げて本邦向け輸出

を容易に再開することが可能である。 

 

(138) 中国の供給者は、上記(125)及び(128)に述べたとおり、相当程度の余剰生産能力を有して

おり、将来の生産能力の拡大も見込まれていることから、その余剰生産能力を解消するべく、

課税期間満了後には、参入が容易になった日本市場における販路拡大のため、稼働率を上げ、

本邦向け輸出を再開するおそれがあると考えるのが妥当である。 

 

(139) 課税期間満了後の調査対象貨物の輸入、購入及び販売の計画について、輸入者 1 者166か

らは、【課税期間満了後の輸入、購入及び販売の計画】旨の回答167があり、また、本邦生産者

168より、顧客から、【購入計画】、【購入計画】との意向が示された旨の回答169があり、輸入者

及び本邦生産者の顧客が、不当廉売関税撤廃後、調査対象貨物の輸入・購入を検討する可能性

がある旨を確認した。 

 

(140) 課税期間満了後の市場価格、需要、供給の動向の変化の見込みについて、産業上の使用

者 1 者170からは、「日本国外電解二酸化マンガンメーカーの参入により国内メーカーの収支が

悪化する可能性がある」旨の回答171、及び産業上の使用者 1 者172からは、【変化の見込みの内

容】旨の回答173があり、産業上の使用者が、不当廉売関税撤廃後、調査対象貨物の流入を予

想している旨を確認した。 

 

(141) 現地調査において、本邦生産者174より、中国供給者の余剰生産能力の拡大は令和 5 年も

 
166 蝶理 
167 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 B-2） 
168 東ソーグループ 
169 本邦生産者当初質問状回答書（添付資料 C-4-5 第 1 部、第 2 部） 
170 マクセル 
171 産業上の使用者当初質問状回答書（マクセル）（調査項目 A-4-3） 
172 【産業上の使用者】 
173 産業上の使用者当初質問状回答書（【産業上の使用者】）（調査項目 D-1-5） 
174 東ソーグループ 
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継続しており、令和 5 年第 1 四半期時点での中国供給者の稼働率は現状で約【数値】%とな

っている旨、及び中国でここ数年需要拡大を牽引してきた LMO 用途について、原料を EMD

から他のマンガン酸化物（Mn3O4）に切り替える動きも出ているところ、Mn3O4の中国国内

での価格が令和 4 年 4 月頃から EMD とほぼ同水準の価格まで急落しており、この流れが加

速すると、中国での EMD 余剰生産能力が更に拡大し、本邦市場へのダンピング輸出が再開

される可能性が高いと考えられる175旨の回答があった。 

 

(142) 以上を踏まえると、本邦の国内需要は中国の余剰生産能力の約【5-10】%に相当する規模

に過ぎず、中国の供給者は、既に日本市場を全て中国品で占拠するだけの余剰生産能力を有

していることから、課税期間満了後に稼働率を上げて本邦向け輸出を容易に再開することが

可能な状況であり、したがって、中国の供給者は、課税期間満了後に当該余剰生産能力を解消

するべく、本邦向け輸出を再開するおそれがあると考えるのが妥当であり、上記「２－２－

４ 供給者の余剰生産能力を吸収できる中国の国内市場の存在」及び「２－２－５ 追加的

な輸出を吸収できる海外市場の存在」のとおり、当該中国供給者の余剰生産能力を全て吸収

できる市場は中国国内においても海外市場においても存在せず、また、課税期間満了後に調

査対象貨物の輸入、購入及び販売の再開の可能性を回答する輸入者や、調査対象貨物の流入

を予想している産業上の使用者が現に存在することから、現行の不当廉売関税の課税期間満

了後において、調査対象貨物が本邦へ輸出される可能性は極めて高いと認められた。 

 

２－２－７ 中国を原産地とする EMD の不当廉売輸入が再発するおそれの結論 

 

(143) 以上のとおり、財務省貿易統計によると、調査対象期間における調査対象貨物の輸入量

は 0MT であり、調査対象期間において調査対象貨物の本邦への輸入は停止したと認められた

一方で、中国から第三国への輸出価格は、正常価格よりも安価であることが認められた。 

   そして、中国の供給者は相当程度の余剰生産能力を有しており、更に、将来の生産能力の

拡大も見込まれる状況にある。一方、中国国内における EMD 需要の大幅な拡大は見込まれ

ていないことが認められていることから、中国において、中国の供給者の余剰生産能力を全

て吸収できるような国内市場は存在しない。 

   さらに、全世界においても、アジア市場等ではその余剰生産能力を全て吸収できるほど

の需要はなく、中国産 EMD は、米国において既に不当廉売関税が課税されていることに加

え、欧州においても暫定的な不当廉売関税の課税が開始されたことから、中国の供給者はそ

の他の海外市場において、その余剰生産能力の吸収先を探さざるを得ない状況である。 

   他方、本邦の国内需要は、基本的には従前の水準が維持される中、令和 4 年における本

邦の需要量は、同期間における中国の余剰生産能力の約【5-10】%に相当する規模に過ぎず、

中国の供給者は、既に日本市場を全て中国品で占拠するだけの余剰生産能力を有しているこ

とから、課税期間満了後に稼働率を上げて本邦向け輸出を容易に再開することが可能な状況

 
175 本邦生産者現地調査結果報告書 3.（1）（ウ） 
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であり、したがって、中国の供給者は、課税期間満了後に当該余剰生産能力を解消するべく本

邦向け輸出を再開するおそれがあると考えるのが妥当である。また、課税期間満了後に調査

対象貨物の輸入、購入及び販売の再開の可能性を回答する輸入者や、調査対象貨物の流入を

予想している産業上の使用者が現に存在することから、現行の不当廉売関税の課税期間満了

後において、調査対象貨物が本邦へ輸出される可能性は極めて高いと認められた。 

 

(144)   したがって、中国の供給者が生産する EMD については、現行の不当廉売関税の課税期

間の満了後において、不当廉売輸入が再発するおそれがあるものと認められる。 
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３ 不当廉売された指定貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された期

間の満了後に継続し、又は再発するおそれに関する事項 

 

(145) 「２ 不当廉売された指定貨物の輸入が指定された期間の満了後に継続し、又は再発す

るおそれに関する事項」のとおり、不当廉売された調査対象貨物の輸入が指定された期間の

満了後に再発するおそれが認められたことを踏まえ、当該不当廉売された輸入貨物（以下「当

該輸入貨物」という。）が本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された期間の満了

後に継続し、又は再発するおそれについて検討を行った。 

 

３－１ 同種の貨物の検討 

  

(146) 協定 11.3 に規定する損害の存続又は再発をもたらす可能性の決定については、協定 3 の

規定を参照することとした。協定 3 において、損害の決定は、実証的な証拠に基づき、 

(ア) ダンピング176輸入の量及びダンピング輸入が国内市場における同種の産品の価格に及

ぼす影響、並びに 

(イ) ダンピング輸入が同種の産品の国内生産者に結果として及ぼす影響 

の双方についての客観的な検討に基づいて行うこととされている。 

   そこで、当該輸入貨物と本邦産同種の貨物が協定 2.6 で規定する同種の産品であること

を確認するため、まず、前回までの延長調査において共通性を確認した物理的及び化学的特

性、製造工程、流通経路、価格の決定方法、用途、代替性並びに貿易統計上の分類について、

調査対象期間中の変更・変化の有無、及び内容について検討した。 

 

３－１－１ 物理的及び化学的特性 

 

(147) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物の物理的特性は、粉末状、数センチメ

ートルの板状又は数ミリメートルから数センチメートルの大きさの塊状の灰黒色の物質であ

り、本邦において生産された EMD も全て同様の形状を有していたことを確認した。当該輸

入貨物の化学的特性は、二酸化マンガン（MnO2）の含有率が 91%以上となるよう純度が高め

られていることを確認し、本邦産同種の貨物も全て同様の化学的特性を有していたことを確

認した177。 

 

(148) 以上のとおり共通性を確認した物理的及び化学的特性について、本調査において、本邦

生産者から、高性能アルカリ乾電池用途として、低 BET（比表面積）（【BET（比表面積）】㎡

/g）かつ高アルカリ電位（約【アルカリ電位】mV）の型番製品の開発を行った旨の回答があ

ったが178、これまでの EMD 製品と比べ、基本的な特性や用途に大きな変化はないことも確

 
176 協定 2.1 
177 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－１ 
178 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-6-4） 
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認した179。当該製品の上記比表面積及びアルカリ電位は、既存の製品から性能が上昇したこ

とを示すにとどまるものといえ、同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重要な変更・

変化をもたらす事象は認められなかった。また、当該輸入貨物に関しても、同種の貨物の範囲

の決定に影響を与えるような重要な変更・変化をもたらす事象は認められなかった180。 

 

３－１－２ 製造工程 

 

(149) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物は、原材料となる二酸化マンガン

（MnO2）の鉱石、炭酸マンガン（MnCO3）の鉱石又は鉱粉を【所要の加工工程】した後、電

解工程（電気分解を行うための電解槽や電解溝などに極板を挿入し、その極板に電気分解さ

れたマンガン加工物を付着させ、剥離する）を経て洗浄し、粗砕し、【その他所要の加工工程】

し製造されていたことを確認した。また、水素イオン指数（pH）、不純物除去及び粒子の細か

さ等が顧客からの仕様等に係る要求に応じて調整された当該輸入貨物もあったことを確認し

た。【加工工程の内容】とする場合もあったことを確認した。本邦産同種の貨物も、概ね上記

と同じ工程で製造されており、pH の調整を行わない EMD、電解工程の後に焼成工程を経る

EMD もあったことを確認するとともに、顧客からの仕様等に係る要求に応じて pH、不純物

除去及び粒子の細かさ等が調整されたものがあったことを確認した。以上のとおり、前回延

長調査までの検証において、当該輸入貨物と本邦産同種の貨物の製造工程は共通していた181。 

 

(150) 以上のとおり当該輸入貨物と本邦産同種の貨物の製造工程については、共通性が確認さ

れており、加えて、本邦生産者から調査対象期間中における本邦産同種の貨物の製造工程の

変化は「無」との回答があった182。また、当該輸入貨物の製造工程に関しても、同種の貨物

の範囲の決定に影響を与えるような重要な変更・変化をもたらす事象は認められなかった183。 

 

３－１－３ 流通経路 

 

(151) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物の本邦における流通経路は、生産者が

販売代理店等を介して最終ユーザーに販売する場合と、生産者が直接最終ユーザーに販売す

る場合に大別できること、本邦産同種の貨物も、最終ユーザーへ販売代理店等を介して販売

する場合と直接販売する場合に大別できることを確認した184。 

 

(152) 以上のとおり共通性を確認した流通経路について、本調査において、本邦生産者から本

 
179 本邦生産者現地調査結果報告書 3 .（1）（イ） 
180 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 A-5-3） 
181 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－２ 
182 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-7-1） 
183 申請書（2-3(2)） 
184 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－３ 
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邦産同種の貨物の調査対象期間中における流通経路の変化は「無」との回答があった185。ま

た、当該輸入貨物の流通経路に関しても、同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重

要な変更・変化をもたらす事象は認められなかった186。 

 

３－１－４ 価格の決定方法 

 

(153) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物は、EMD のグレードに応じた価格で取

引が行われていたことを確認した。また、本邦産同種の貨物についても、アルカリ一次電池の

原料となる EMD、リチウム一次電池の原料となる EMD、フェライトの原料となる EMD 及

びそれら以外の用途で使用される EMD のそれぞれに応じた価格で取引が行われていたこと

を確認した187。 

 

(154) 本調査においても、本邦産同種の貨物に関し、EMD のグレードに応じた価格で取引が行

われていたことを確認した188。当該輸入貨物の価格の決定方法に関し、輸入者 1 者189から、

【決定方法】との回答190及び【決定方法説明】との回答があり191、また、産業上の使用者 1

者192から、【決定方法】との回答があったが193、EMD のグレードに応じた価格での取引を行

わなくなったとの回答はなく、上記(153)のとおり共通性を確認した価格の決定方法について、

同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重要な変更・変化をもたらす事象は認められ

なかった。 

 

３－１－５ 用途 

 

(155) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物のうち約 99.4%が、本邦産同種の貨物

のうち約 96.5%が一次電池の製造原料として使用されており、これらの貨物の用途は共通し

ていたことを確認した。また、当該輸入貨物及び本邦産同種の貨物は、一次電池の製造原料の

他にリチウム二次電池の製造原料に使用されていたことを確認した。本邦産同種の貨物は、

これらの用途に加えて、フェライト、医薬品、触媒の製造原料に使用されていたことを確認し

た194。 

   なお、前回延長調査までの検証において、本邦において、乾電池メーカーによるマンガン

一次電池の製造は行われなくなったものの、本邦で使用されるマンガングレードの EMD に

 
185 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-10-1） 
186 産業上の使用者当初質問状回答書（FDK、東洋紡、マクセル）（調査項目 A-3-1） 
187 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－４ 
188 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 C-1）、本邦生産者現地調査結果報告書 3.（2）

（ア） 
189 蝶理 
190 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（様式 C-5） 
191 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 C-2） 
192 FDK 
193 産業上の使用者当初質問状回答書（FDK）（調査項目 C-1） 
194 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－５ 
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は、上記で挙げられるような乾電池の製造原料以外の用途として継続して使用されていたこ

とを確認した195。 

 

(156) 以上のとおり共通性を確認した用途について、本調査において、上記(148)のとおり、本

邦生産者から、高性能アルカリ乾電池の製造原料の用途として、低 BET（比表面積）かつ高

アルカリ電位の型番製品の開発を行った旨の回答があったが、この用途も一次電池の製造原

料としての用途であり、同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重要な変更・変化を

もたらす事象は認められなかった196。 

 

３－１－６ 代替性 

 

(157) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物は本邦産同種の貨物と代替性があった

ことを確認した197。 

 

(158) 以上のとおり確認した当該輸入貨物と本邦産同種の貨物の代替性について、本調査にお

いて回答が得られた 6 者198のうち【回答者数】者199が代替可能性に変化があったかについて

「無」と回答しており200、代替可能性の変化が「有」と回答した者201も、「汎用電池用途のみ

ならず高性能電池用途についても、調査対象貨物と本邦産同種の貨物の間に代替可能性があ

ることが明らかとなつた」と回答しているのであり202、依然として当該輸入貨物は本邦産同

種の貨物と代替性があることを確認でき、同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重

要な変更・変化をもたらす事象は認められなかった。 

 

３－１－７ 貿易統計上の分類 

 

(159) 前回延長調査までの検証において、当該輸入貨物は、輸入統計品目番号 2820.10-000（二

酸化マンガン）に分類され、本邦産同種の貨物も全て同じ輸入統計品目番号（二酸化マンガ

ン）に分類されるものと同一であることを確認した203。 

 

(160) 以上のとおり共通性を確認した貿易統計上の分類について、本調査において、変更・変

 
195 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－５ 
196 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 A-5-3）、産業上の使用者当初質問状回答書（FDK、東洋紡、マ

クセル）（調査項目 B-4-1、様式 B-3） 
197 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－６ 
198 東ソーグループ、蝶理、【産業上の使用者】 
199 蝶理、【産業上の使用者】 
200 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 E-1-2）、産業上の使用者当初質問状回答書（【産業上の使用者】

（調査項目 D-1-2） 
201 【回答者】 
202 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 E-1-2、E-1-3） 
203 前回延長調査結果報告書 ３－１－１－７ 



- 52 - 
 

化は認められなかった204。 

 

３－１－８ 同種の貨物の検討についての結論 

 

(161) 上記のとおり、前回延長調査までの検証において共通性を確認した本邦産同種の貨物は、

本調査においても、当該輸入貨物と物理的及び化学的特性、製造工程、流通経路、価格の決定

方法、用途及び貿易統計上の分類は共通しており、高い代替性を有していることが認められ、

同種の貨物の範囲の決定に影響を与えるような重要な変更・変化をもたらす事象は認められ

なかった。以上により、本邦産同種の貨物が協定 2.6 で規定する同種の産品であることを確

認した。 

 

３－２ 本邦の産業 

 

(162) 前回延長調査までの検証において、本邦において EMD を生産しているのは、東ソー日

向の 1 者であることを確認した。また、東ソーは、EMD を生産していないが、東ソー日向の

株式を 100%所有しており、東ソー日向が生産する EMD の生産管理を行うとともに、東ソー

日向の生産した EMD を販売していたことを確認し、東ソーが東ソー日向を実質的に支配し

ているとして、当該 2 者を企業集団とみなし、本邦の生産者とした205。 

 

(163) 本延長調査においても、本邦における上記の生産状況及び支配関係に変更・変化は認め

られなかった206。 

 

(164) さらに、東ソーグループについて、当該輸入貨物の供給者又は輸入者との関係207を確認

したところ、本延長調査においても特段の関係はなかった208。また、本件課税期間の延長申

請の日の 6 月前の日以後当該申請の日の前日まで（令和 4 年 7 月 23 日～令和 5 年 1 月 22

日）の当該輸入貨物の輸入の有無について確認したところ、東ソーグループが当該輸入貨物

を輸入した事実はなかった209ことから、本邦の生産者に該当すると判断210した 。 

 

(165) 東ソーグループの 2022 年 1 月～2022 年 12 月における生産量は「表 20 本邦の産業の

状況（2022 年 1 月～2022 年 12 月）」のとおり、【数値】 MT であり、当該 1 グループが本

邦で生産する EMD が、本邦における EMD の総生産高に占める割合は 100%であった。した

 
204 申請書（2-2） 
205 前回延長調査結果報告書 ３－１－２ 
206 申請書（1）、本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（調査項目 A-1-4、様式 A-3-2、添付資料

A-3-1 第 1 部） 
207 政令第 4 条第 2 項第 1 号から 4 号 
208 本邦生産者確認票（Ⅳ.1.(1)、(2)） 
209 本邦生産者確認票（Ⅳ.1.(2)） 
210 政令第 4 条第 2 項 
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がって、本邦の産業は、東ソーグループの 1 グループとした211。 

 

表 20 本邦の産業の状況（2022 年 1 月～2022 年 12 月）  

生産者名 
生産高及び本邦の総生産高に占める割合 当該輸入貨物の

輸入の有無 生産高（MT） 占拠率（%） 

東ソーグループ 【数値】 100 無 

合計 【数値】 100  

（出所）本邦生産者確認票Ⅳ.1.(2)、本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式

B-1） 

 

３－３ 当該輸入貨物の輸入量及び当該輸入貨物の輸入が本邦における同種の貨物の価格に及ぼ

す影響 

 

３－３－１ 当該輸入貨物の輸入量 

 

(166) 当該輸入貨物の輸入量の推移は、「表 21 当該輸入貨物の輸入量」のとおり、現行の不

当廉売関税に係る措置の下、平成 29 年度は 329MT、平成 30 年度は 65MT、令和元年度及び

令和 2 年度は 25MT、令和 3 年度は 1MT と減少し続け、2022 年 1 月～2022 年 12 月は輸入

が停止した。総輸入量に占める当該輸入貨物の割合は、平成 29 年度の 26.3%をピークに減少

を続け、平成 30 年度から令和 3 年度にかけて 0.1%まで減少した後、2022 年 1 月～2022 年

12 月は輸入が停止したため、0.0%となった。 

  

表 21 当該輸入貨物の輸入量 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

当該輸入貨

物の輸入量 

輸入量（MT） 329 65 25 25 1 0 

対総輸入量 26.3% 4.1% 2.0% 4.3% 0.1% 0.0% 

第三国から

の輸入量 

輸入量（MT） 921 1,500 1,200 560 780 880 

対総輸入量 73.7% 95.9% 98.0% 95.7% 99.9% 100.0% 

総輸入量（MT） 1,249 1,565 1,225 585 781 880 

（出所）調査当局が収集及び分析した関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）第三国からの輸入量は、総輸入量から当該輸入貨物の輸入量を除いたもの。 

（注 2）輸入量は小数点以下を四捨五入しているため、当該輸入貨物の輸入量と第三国からの輸

入量の合計値が総輸入量と一致しない場合がある。 

 

(167) 当該輸入貨物の輸入量が激減し、停止する中、本邦産同種の貨物の販売量は、「表 22 本

 
211 協定 4.1、政令第 4 条第 1 項、ガイドライン 4.（1） 
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邦産同種の貨物の販売量の変化」のとおり、平成 29 年度から平成 30 年度にかけては同水準

で推移したが、平成 30 年度から令和元年度にかけて、対前年度比で 13 ポイント減少した。

これは、本邦生産者の末端顧客が製造するリチウムイオン電池の発火事故や、顧客の生産・販

売停止等により、LMO 用途の需要が減少したこと、国内外のアルカリ乾電池製造者の販売不

振の影響によることを確認した212。令和 2 年度は、LMO 需要の回復、及び新型コロナウイル

ス感染拡大による巣ごもり需要の発生を受けて乾電池需要が回復したため、対前年度比 8 ポ

イント増加したことを確認した213。令和 3 年度は、【ユーザーの状況】により、【EMD の用

途】の販売数量が対前年度比で 13 ポイント増加し、また、令和 3 年度まで、【リチウム一次

電池の用途】等を中心に需要が拡大していた影響により販売が好調であったことを確認した

214。一方、2022 年 1 月～2022 年 12 月は、国内アルカリ乾電池製造者の工場移転による【国

内アルカリ乾電池製造者の稼働状況】の影響215により対前年度比で 9 ポイント減少し、調査

対象期間全体としては、ほぼ横ばいで推移した。 

 

表 22 本邦産同種の貨物の販売量の変化 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

本邦産同種の貨物の販売量 

（MT） 

（国内販売量） 

【100】 【100】 【87】 【95】 【108】 【99】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

(168) 当該輸入貨物、本邦産同種の貨物及び第三国産同種の貨物の本邦市場における需要の相

対的な変化を見ると、「表 23 当該輸入貨物の本邦における消費の相対的変化（市場占拠率）

及び本邦の需要量の推移」のとおり、調査対象期間全体を通じて 4 ポイント減少した。需要

量の増減は、販売量の増減を反映しており、販売量の増減と概ね同様の推移を示していた。当

該輸入貨物の市場占拠率に関しては、平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、【数値】%から

【数値】%まで減少し、2022 年 1 月～2022 年 12 月は輸入が停止したため、0 となった。当

該輸入貨物の市場占拠率に対し、本邦産同種の貨物の市場占拠率は、調査対象期間を通じて

【数値】%から【数値】%の間で堅調に推移し、調査対象期間全体を通じて【数値】%増加し

た。第三国産同種の貨物は、調査対象期間を通じてほぼ横ばいで推移し、直近の市場占拠率は

全体の 1 割にも満たなかった。 

 

表 23 当該輸入貨物の本邦における消費の相対的変化（市場占拠率）及び本邦の需要量の推移 

 
212 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（調査項目 C-4-2、様式 B-1、添付資料 C-4-3 第 5 部） 
213 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 
214 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1）、本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 

G-7） 
215 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（調査項目 C-4-2、様式 B-1、添付資料 C-4-3 第 6 部の

1～第 7 部の 2） 
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 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

当該輸入貨物の占拠率 【100】 【19】 【9】 【8】 【0】 【0】 

本邦産同種の貨物の占拠率 【100】 【98】 【99】 【105】 【104】 【103】 

第三国産同種の貨物の占拠率 【100】 【160】 【149】 【67】 【82】 【99】 

需要量（MT） 【100】 【102】 【88】 【91】 【104】 【96】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1）、調査当局が収集及び

分析した関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）当該輸入貨物の市場占拠率（%）＝当該輸入貨物の輸入量（MT）／需要量（MT）×100 

（注 2）本邦産同種の貨物の市場占拠率（%）＝（本邦産同種の貨物の国内販売量（MT）／需要

量（MT）×100 

（注 3）第三国産同種の貨物の市場占拠率（%）＝（総輸入量（MT）－当該貨物の輸入量（MT））

／需要量（MT）×100 

（注 4）需要量（MT）＝本邦産同種の貨物の国内販売量（MT）＋総輸入量（MT） 

（注 5）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－３－２ 当該輸入貨物の輸入が本邦における同種の貨物の価格に及ぼす影響 

 

(169) 本邦における当該輸入貨物の輸入価格と、本邦産同種の貨物の販売価格216について、

EMD の各品種を区別せず全品種一括（以下「全品種」217という。）で比較するとともに、同

一品種について比較可能であったリチウム一次用グレードについて比較した。 

 

(170) なお、本調査において回答を得られた輸入者 1 者218より、調査対象期間中である平成 29

年度及び令和元年度に当該輸入貨物を輸入したと回答を得ているところであるが、以下のと

おり、当該輸入者が調査対象期間中に輸入した当該輸入貨物の数量が総輸入量に占める割合

は低かった上、当該輸入者が調査対象期間中に輸入した当該輸入貨物の取引の 1 取引当たり

の数量は少ないものであったことを確認したため、回答が得られた輸入者の当該輸入貨物の

輸入価格は代表性がないものと判断している。①上記各年度の総輸入量に占める当該輸入者

が輸入した当該輸入貨物の輸入量の割合は、平成 29 年度は約【数値】%、令和元年度は約【数

値】%219と低かった。②当該輸入者は、「本来最適な輸送効率を元に、【数量】の仕入れを取り

決めているが、顧客が許容する価格及び数量に限り、【数量】以下の輸入販売も行っている」

 
216 非関連企業間取引のみを対象とした。 
217 全品種とは、アルカリグレード、マンガングレード、リチウム一次用グレード、フェライト用グレード、そ

の他、の調査対象貨物全ての品種を指す。 
218 蝶理 
219 輸入者当初質問状及び同不備改め版回答書（蝶理）（様式 C-1）、調査当局が収集及び分析した関係証拠「財

務省貿易統計」 
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と回答しているところ220、当該輸入者が調査対象期間中に輸入した当該輸入貨物の 1 取引当

たりの数量はいずれも【数量】以下であった。 

 

(171) 上記(169)の比較の結果、全品種については、「表 24 当該輸入貨物の輸入価格と本邦産

同種の貨物の本邦における販売価格（全品種）、工場渡し」のとおり、平成 29 年度は、当該

輸入貨物の輸入価格は本邦産同種の貨物の販売価格を【0-20】%下回っていることが認められ

た。他方、平成 30 年度以降は当該輸入貨物の輸入価格は本邦産同種の貨物の販売価格を【50-

110】%上回った。また、当該輸入貨物の価格は、平成 29 年度から平成 30 年度にかけて大き

く上昇したが、本邦産同種の貨物の同期間の価格は 2 ポイントの上昇にとどまり、調査対象

期間を通じてほぼ横ばいで推移した。 

 

表 24 当該輸入貨物の輸入価格と本邦産同種の貨物の本邦における販売価格（全品種）、工場渡

し 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

当該輸入貨物（円／kg） 227 481 504 490 458 ― 

本邦産同種の貨物（円／kg） 【100】 【102】 【101】 【96】 【98】 【106】 

価格比（%） 【60-100】 【150-210】 【150-210】 【150-210】 【150-210】 ― 

（出所）本邦生産者当初質問状及び同不備改め版回答書（様式 C-1）、調査当局が収集及び分析し

た関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）価格比（%）＝当該輸入貨物（円／kg）／本邦産同種の貨物（円／kg）×100 

（注 2）当該輸入貨物、本邦産同種の貨物の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。価

格比の【 】は、レンジ表記である。 

 

(172) 当該輸入貨物の輸入状況につき、税関別に分析し、また、輸入価格についても不当廉売

関税を加味して検討したところ、「表 25 当該輸入貨物の輸入価格（税関別）と本邦産同種の

貨物の本邦における販売価格（品種別）、工場渡し」のとおり、神戸税関を通じて輸入されて

いた比較的単価の高い当該輸入貨物の輸入が継続した一方で、その他の税関を通じて輸入さ

れていた比較的単価の低い当該輸入貨物の輸入が減少・停止し、これにより、当該輸入貨物全

体の輸入平均価格は平成 30 年度以降高い水準で推移したものと認められた。神戸税関を通じ

て輸入されていた当該輸入貨物は、調査対象期間を通じて本邦産同種の貨物の価格（全品種）

を上回っており、その品種は、単価の高いリチウム一次用グレードと推定され、【産業上の使

用者】向けのものであったとうかがわれるところ221、特段これを否定する資料は見当たらな

かった。神戸税関以外の税関を通じて輸入された当該輸入貨物に関しては、価格情報が確認

 
220 輸入者当初質問状及び同不備改め版回答書（蝶理）（調査項目 C-5、令和 5 年 5 月 17 日提出「別記１質問状

回答書の指摘事項について」回答 整理番号 13） 
221 申請書（5-1-2(1)）、別紙（非公開）4-2、4-11、本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-1） 
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できる直近の輸入年度である平成 30 年度は不当廉売関税を加味したとしても本邦産同種の

貨物の国内販売価格を下回る価格で輸入されていることを確認した。 

 

(173) 上記(172)のとおり、神戸税関を通じて輸入されていた当該輸入貨物の品種はリチウム一

次用グレードであったと考えられることから、神戸税関を通じて輸入されていた当該輸入貨

物と本邦産同種の貨物の国内販売価格について、リチウム一次用グレードを用いて比較した

結果、「表 25 当該輸入貨物の輸入価格（税関別）と本邦産同種の貨物の本邦における販売

価格（品種別）、工場渡し」のとおり、調査対象期間全体を通じて神戸税関を通じて輸入され

ていた当該輸入貨物の価格は本邦産同種の貨物の価格を上回った。上記(172)のとおり、神戸

税関を通じて輸入されていた当該輸入貨物は【産業上の使用者】向けのものであったと考え

られるところ、【産業上の使用者】からは、中国産 EMD の購入単価の状況について、【単価に

ついての説明】との回答があった222。他方、本邦産同種の貨物のリチウム一次用グレードの

各製品は、現地調査において【製品の特徴】であり、【価格に関する説明】223、単価の高い特

殊品ではないことを確認した。 

   

表 25 当該輸入貨物の輸入価格（税関別）と本邦産同種の貨物の本邦における販売価格（品種別）、

工場渡し 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

当
該
輸
入
貨
物 

神戸税関を通じて輸入

された貨物（リチウム

一次用グレード） 

単価（円／kg） 728 710 724 704 658 ― 

輸入量割合 18.7% 93.6% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 

その他の税関を通じて輸入

された貨物（全品種） 

単価（円／kg） 238 165 ― ― ― ― 

輸入量割合 81.3% 6.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

本
邦
産
同
種
の
貨
物 

本邦産同種の貨物（リチウ

ム一次用グレード） 
単価（円／kg） 【100】 【98】 【100】 【99】 【100】 【106】 

本邦産同種の貨物（全

品種） 
単価（円／kg） 【100】 【102】 【101】 【96】 【98】 【106】 

（出所）本邦生産者当初質問状及び同不備改め版回答書（様式 C-1）、調査当局が収集及び分析し

た関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）当該輸入貨物の単価（円／kg）＝財務省貿易統計から算出した輸入単価（円／kg）＋不

当廉売関税額（46.5%及び 34.3%の平均値）＋一般関税額（平成 31 年 3 月までは特恵税

率が適用されているため除く。） 

（注 2）本邦産同種の貨物の単価の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

(174) 以上のとおり、当該輸入貨物の輸入価格は、平成 29 年度において本邦産同種の貨物の国

 
222 産業上の使用者当初質問状回答書及び不備改め版回答書（【産業上の使用者】）（【回答箇所】） 
223 本邦生産者現地調査結果報告書 3. （1）（ア） 
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内販売価格を下回っており、特に、神戸税関以外の税関を通じて輸入された当該輸入貨物に

関しては、価格情報が確認できる直近の輸入年度である平成 30 年度においては不当廉売関税

を加味したとしても本邦産同種の貨物の国内販売価格を下回る価格で輸入されていた。当該

輸入貨物の輸入価格は、平成 30 年度以降、本邦産同種の貨物の国内販売価格を上回っていた。

このように、当該輸入貨物は、不当廉売関税を加味したとしても本邦産同種の貨物の国内販

売価格を下回る価格で輸入されていたり、本邦産同種の貨物の国内販売価格を上回る価格で

輸入されていたりしたことがあった。他方、本邦産同種の貨物の価格は調査対象期間を通じ

てほぼ横ばいで推移していた。また、神戸税関を通じて輸入されていた当該輸入貨物につい

ては、調査対象期間を通じて本邦産同種の貨物の価格を上回っていたが、これは、神戸税関を

通じて輸入されていた当該輸入貨物が単価の高いリチウム一次用グレードであり、かつ、輸

入されていたそのリチウム一次用グレードは、【価格に関する説明】であったためであったと

考えるのが相当である。以上より、上記価格比較からは、当該輸入貨物全体の輸入価格が本邦

産同種の貨物の価格に影響を与えていたことはうかがわれなかった。 

 

３－３－３ 当該輸入貨物の輸入量及び当該輸入貨物の輸入が本邦における本邦産同種の貨物の

価格に及ぼす影響についての結論 

 

(175) 以上のとおり、当該輸入貨物の輸入量は、調査対象期間中、平成 29 年度をピークに減少

を続け、2022 年 1 月～2022 年 12 月には輸入が停止した。他方で、本邦産同種の貨物の販売

量は、本邦における需要量の増減と概ね同様の推移を示し、調査対象期間全体としては、ほぼ

横ばいで推移した。 

  当該輸入貨物の輸入価格は、平成 29 年度における本邦産同種の貨物の国内販売価格を下

回っており、特に、神戸税関以外の税関を通じて輸入された当該輸入貨物に関しては、価格情

報が確認できる直近の輸入年度である平成 30 年度は不当廉売関税を加味したとしても本邦

産同種の貨物の国内販売価格を下回る価格で輸入されていた。平成 30 年度以降は当該輸入貨

物全体の輸入価格が本邦産同種の貨物の国内販売価格を上回っていた。もっとも、当該輸入

貨物の市場占拠率は、平成 29 年度の時点で【数値】%と低く、そこから令和 2 年度にかけて

【数値】%まで減少し、2022 年 1 月～2022 年 12 月には 0 であった。 

  上記のとおり、当該輸入貨物の輸入量は減少し、最終的には停止する中、本邦産同種の貨

物の販売量は調査対象期間全体としてはほぼ横ばいで推移した。当該輸入貨物は、輸入価格

に変動はあったものの、その市場占拠率は非常に低く、最終的には 0 となっていたことから、

当該輸入貨物の輸入量及び当該輸入貨物の輸入が、調査対象期間中、本邦における本邦産同

種の貨物の価格に及ぼした影響は大きくなかったと判断した。 

 

３－４ 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に及ぼす影響 

 

(176) 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に及ぼす影響に関し、当該国内産業の状態に関係を有

するすべての経済的な要因及び指標（販売、利潤、生産高、市場占拠率、生産性、投資収益若
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しくは操業度における現実の及び潜在的な低下、資金流出入、在庫、雇用、賃金、成長、資本

調達能力若しくは投資に及ぼす現実の及び潜在的な悪影響、国内価格に影響を及ぼす要因又

は不当廉売価格差の大きさを含む。）について評価224,225した。 

  

３－４－１ 生産高（生産量） 

 

(177) 本邦の産業の生産高（生産量）は、「表 26 本邦の産業の生産量の推移」のとおり、調査

対象期間中増減を繰り返したが、調査対象期間全体を通じて 4 ポイント増加し、一定程度の

改善が見られた。令和元年度に対前年度比で 19 ポイント大幅に減少したのは、上記(167)で

述べたとおり、LMO 用途の需要減少や国内外のアルカリ乾電池製造業者の販売不振による販

売量急減のため大幅な減産を実施したことが要因であることを確認した。令和 2 年度以降は、

LMO 需要の回復及び新型コロナウイルス感染拡大による巣ごもり需要の発生によりアルカ

リ乾電池の需要が回復したため、令和 2 年度は、対前年度比で 16 ポイント増加、令和 3 年度

も、対前年度比で 6 ポイント増加したが、2022 年 1 月～2022 年 12 月は、国内アルカリ乾電

池製造者の工場移転による【国内アルカリ乾電池製造者の稼働状況】の影響により、対前年度

比で 6 ポイント減少した226。 

 

表 26 本邦の産業の生産量の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

生産量（MT） 【100】 【107】 【88】 【104】 【110】 【104】 

期首在庫量（MT） 【100】 【90】 【91】 【76】 【65】 【80】 

国内販売量（MT） 【100】 【100】 【87】 【95】 【108】 【99】 

輸出量（MT） 【100】 【106】 【92】 【112】 【99】 【92】 

期末在庫量（MT） 【100】 【101】 【85】 【72】 【83】 【104】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－２ 生産能力・稼働率（操業度） 

 

(178) 本邦産同種の貨物の生産量を本邦の産業の生産能力で除した稼働率（操業度）は、「表 27 

本邦の産業の稼働率の推移」のとおり、調査対象期間全体を通じて 4 ポイント増加した。令

和元年度は上記(167)で述べたとおり需要減少に伴う減産を実施しているが、調査対象期間全

体を通じては【数値の範囲】%で堅調に推移した。 

 
224 協定 3.4 
225 調査当局は、本邦生産者に対し、本邦産同種の貨物の輸出による影響を除外して回答するよう求め、本邦産

同種の貨物の輸出実績が除外された本邦生産者の回答書を基に、評価を行った。 
226 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 
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表 27 本邦の産業の稼働率の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

生産量（MT） 【100】 【107】 【88】 【104】 【110】 【104】 

生産能力（MT） 【100】 【100】 【100】 【100】 【100】 【100】 

稼働率（%） 【100】 【107】 【88】 【104】 【110】 【104】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注 1）稼働率（%）＝生産量（MT）／生産能力（MT）×100 

（注 2）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－３ 在庫 

 

(179) 本邦の産業の調査対象期間中の各年の期末在庫量は、「表 28 本邦の産業の在庫の推移」

のとおり、平成 30 年度から令和 3 年度にかけて減少で推移したが、翌年は増加に転じ、調査

対象期間全体を通じて 4 ポイント増加した。令和元年度は、上記(167)で述べたとおり、減産

の影響により、対前年度比で 16 ポイント減少した。令和 2 年度は、上記(167)で述べたとお

り、新型コロナウイルス感染拡大による巣ごもり需要の発生を受けて乾電池需要が回復し、

国内販売量が増加したため、対前年度比で 13 ポイント減少した。令和 3 年度は、コロナ渦の

影響でアルカリ乾電池の需要が伸び、国内向け出荷は LMO、乾電池の両用途とも堅調であっ

たが、輸出向けの EMD 在庫が増加したため、期末在庫が対前年度比で 11 ポイント増加した

227。2022 年 1 月～2022 年 12 月は、上記(167)で述べたとおり、国内需要の低迷により、国

内販売量が減少したため、対前年度比 21 ポイント増加した。在庫率は、平成 30 年度、及び

令和元年度を除き、在庫量の増減と同様の推移を示した。平成 30 年度における在庫率の減少

要因は、生産量の増加幅が在庫量の増加幅を上回ったことによることを確認した。令和元年

度における在庫率の増加要因は、生産量の減少幅が在庫量の減少幅を上回ったことによるこ

とを確認した。 

 

表 28 本邦の産業の在庫の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

在庫量（MT） 【100】 【101】 【85】 【72】 【83】 【104】 

在庫率（%） 【100】 【94】 【97】 【70】 【75】 【100】 

生産量（MT） 【100】 【107】 【88】 【104】 【110】 【104】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1）、本邦生産者追加質問

状回答書（添付資料 G-7-①） 

（注 1）在庫率（%）＝本邦産同種の貨物の期末在庫量（MT）／本邦産同種の貨物の生産量（MT）

 
227 本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-7）、本邦生産者現地調査結果報告書 3. （4）（イ） 
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×100 

（注 2）各欄の【 】は平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－４ 販売及び市場占拠率 

 

(180) 調査対象期間における本邦産同種の貨物の国内販売量は、「表 29 本邦産同種の貨物の

国内販売量及び自家消費量並びに市場占拠率の推移」のとおり、調査対象期間全体を通じて

ほぼ横ばいであった。令和元年度は対前年度比 13 ポイント減少したが、これは、上記(167)

で述べたとおり、国内需要量の減少の影響によるもので、翌年度以降は需要回復に伴い販売

量も回復している。2022 年 1 月～2022 年 12 月は、国内需要の減少により、対前年度比で 9

ポイント減少した。 

  本邦産同種の貨物の市場占拠率は、調査対象期間中【数値】%から【数値】%で推移し、

調査対象期間全体を通じて【数値】%増加した。平成 29 年度から令和元年度にかけてほぼ横

ばいで推移した後、令和 2 年度は、国内販売量の増加を受けて、対前年度比で【数値】%増加

し、以降は、ほぼ横ばいで堅調に推移した。 

 

表 29 本邦産同種の貨物の国内販売量及び自家消費量並びに市場占拠率の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

国内販売量（MT） 【100】 【100】 【87】 【95】 【108】 【99】 

本邦産同種の貨物の

市場占拠率（%） 
【100】 【98】 【99】 【105】 【104】 【103】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1）、調査当局が収集及び

分析した関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）本邦産同種の貨物の市場占拠率（%）＝本邦産同種の貨物の国内販売量（MT）／需要量

（MT）×100 

（注 2）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－５ 利潤 

 

(181) 本邦の産業の売上高は、「表 30 本邦の産業の利潤の推移」のとおり、調査対象期間中

増減を繰り返したが、堅調に推移し、調査対象期間全体を通じて 5 ポイント増加した。平成

30 年度は、国内販売量は対前年度比でほぼ横ばいであったものの、下記「３－４－１３ 国

内価格に影響を及ぼす要因」で後述するとおり、国内販売価格の引き上げを反映した結果、

対前年度比で 2 ポイント増加した。令和元年度は上記(167)で述べたとおり、主に国内販売量

が減少した結果、対前年度比で 14 ポイント減少した。令和 2 年度は、国内販売価格が前年度

に引き続き下落する一方で、国内販売量の増加をより反映した結果、対前年度比で 4 ポイン
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ト増加し、令和 3 年度は前年度に引き続き国内販売量が増加したことと、国内販売価格上昇

の結果、対前年度比 13 ポイント増加した。2022 年 1 月～2022 年 12 月は、前年度に引き続

き国内販売価格が上昇した一方、国内販売量が対前年度比で減少した結果、対前年度比で横

ばいとなった228。 

  売上総利益については、平成 30 年度を除き売上高の増減と同じ増減推移を示していた。

平成 30 年度に対前年度比で 12 ポイント減少したのは、売上原価率の悪化が要因であること

を確認した。令和元年度は前年度に引き続き減少したが、これは、前述のとおり売上高減少に

よることに加え、下記の「３－４－１３ 国内価格に影響を及ぼす要因」で述べるとおり、

燃料油価格上昇に伴い製造原価が上昇したにもかかわらず、国内販売単価が前年度と同水準

にとどまったため、原価率が悪化していることが要因であることを確認した。令和 2 年度、

令和 3 年度の増加は、前述のとおり売上高増加による影響であることを確認した。2022 年 1

月～2022 年 12 月に対前年度比 3 ポイント減少したのは、売上高減少に加え、原材料の二酸

化マンガン鉱石及び燃料油等の価格上昇に伴う製造原価の上昇によることを確認した。 

 

(182) 営業利益については、売上総利益と同様の増減傾向を示していた。売上高営業利益率に

ついては、調査対象期間全体を通じて、令和元年度を除き、【数値】%から【数値】%で堅調

に推移していた。 

 

表 30 本邦の産業の利潤の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

売上高（百万円） 【100】 【102】 【88】 【92】 【105】 【105】 

売上総利益（百万円） 【100】 【88】 【64】 【92】 【112】 【109】 

営業利益（百万円） 【100】 【75】 【38】 【89】 【128】 【124】 

売上高総利益率 【100】 【87】 【73】 【100】 【107】 【104】 

売上高営業利益率 【100】 【74】 【44】 【97】 【121】 【118】 

売上原価率 【100】 【105】 【110】 【100】 【98】 【99】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-2-2） 

（注 1）売上高（百万円）＝国内販売額 

（注 2）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－６ 投資及び投資収益 

 

(183) 本邦の産業の設備投資額は、「表 31 本邦の産業の設備投資額の推移」のとおり、令和

元年度及び令和 3 年度を除き、【設備投資額】百万円で、一定水準で推移していた。これらは

【投資目的・内容】等、製造コスト削減や老朽化した設備の更新を目的とした設備投資であ

 
228 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 F-2-3-3、様式 F-2-2） 
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り、事業継続のために必要な投資であったことを確認した229。令和元年度及び令和 3 年度は

対前年度比で大幅に少ない金額となっているが、令和元年度及び令和 3 年度の設備投資額が

通常のものであり、平成 29 年度は、【設備投資の内容】、平成 30 年度は、【設備投資の内容】、

令和 2 年度は、【設備投資の内容】、2022 年 1 月～2022 年 12 月は、【設備投資の内容】及び

【設備投資の内容】、それぞれ設備投資に係る特別な事情があったため、令和元年度及び令和

3 年度以外の各期間は、通常より設備投資額が増加していたことを確認した230。 

 

表 31 本邦の産業の設備投資額の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

設備投資額（百万円） 【100】 【93】 【48】 【105】 【54】 【94】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 F-4-1） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

(184) 本邦の産業の投資収益率は、営業利益を本邦の産業の設備投資評価額（帳簿価額又は取

得原価）で除して算出した。「表 32 本邦の産業の設備投資収益率の推移」に示したとおり、

帳簿価額、及び取得原価のいずれも令和元年度に向けて減少で推移したが、その後、令和 3 年

度にかけて上昇し、2022 年 1 月～2022 年 12 月は対前年度比で微減した。調査対象期間全体

を通じて、営業利益の増減推移が反映された結果となった231。 

 

表 32 本邦の産業の設備投資収益率の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

営業利益／設備投資評価額 

（帳簿価額） 
【0-50】% 【0-50】% 【0-50】% 【0-50】% 【0-50】% 【0-50】% 

営業利益／設備投資評価額 

（取得原価） 
【0-10】% 【0-10】% 【0-10】% 【0-10】% 【0-10】% 【0-10】% 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-2-2、F-4-2） 

（注）各欄の【 】は、投資収益率をレンジで表記したものである。また、本指標は営業利益を設

備投資評価額で除して算出。 

 

３－４－７ 資金流出入（キャッシュフロー） 

 

(185) 本邦の産業のキャッシュフロー（営業活動によるキャッシュフロー）は、「表 33 本邦

 
229 本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 F-4-1）、本邦生産者現地調査結果報告書 3.
（3）（ウ） 
230 本邦生産者現地調査結果報告書 3. （3）（ウ）、（エ） 
231 本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-4-3） 
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の産業の営業キャッシュフローの推移」のとおり、調査対象期間中で大幅な増減を繰り返し、

調査対象期間全体を通じて 9 ポイントの減少となったが、上記「３－４－６ 投資及び投資

収益」で述べたとおり、事業継続のための設備投資を行っている中において、営業活動によ

るキャッシュフローが期間を通じてプラスであり、健全な状態で推移している。平成 30 年度

は対前年度比で 39 ポイント減少した。これは、対前年度比で営業利益が悪化したこと及び売

上債権の増加や仕入債務その他の負債等の減少が要因であることを確認した。令和元年度は、

「表 30 本邦の産業の利潤の推移」のとおり、対前年度比で営業利益が悪化したが、売上債

権の回収が進み売上債権が減少したことにより、対前年度比で 37 ポイント増加した。令和 2

年度は、【キャッシュフローの推移に関する説明】、対前年度比 311 ポイント大幅に増加した。

令和 3 年度は、売上債権の増加や仕入債務及びその他負債の減少により、営業キャッシュフ

ローを押し下げた。2022 年 1 月～2022 年 12 月は、仕入債務その他の負債等の減少以上に売

上債権の回収が進み、対前年度比で 23 ポイント増加した232。 

 

表 33 本邦の産業の営業キャッシュフローの推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

営業活動によるキャッシュフロー

（百万円） 

【100】 【61】 【98】 【409】 【68】 【91】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-3-2） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－８ 資本調達能力 

(186) 本邦の産業の電解二酸化マンガン事業に関する資本調達能力について、本邦の同種の貨

物の売上高の変動による本邦の生産者の資本調達能力への顕著な影響は認められなかった233。 

 

３－４－９ 雇用 

 

(187) 本邦の産業の平均雇用人数は、「表 34 本邦の産業の平均雇用人数の推移」のとおり、

調査対象期間全体を通じて減少傾向にあったことを確認した。平成 29 年度から令和元年度に

かけて 13 ポイントと大きく減少しているが、これは、平成 29 年度及び平成 30 年度に、【従

業員数の変動要因】した影響であったことを確認した234。 

  なお、本邦生産者に対し、不当廉売関税の課税措置による雇用及び賃金への影響の有無

を確認したところ、本邦生産者は、課税措置による雇用及び賃金への影響は有り、不当廉売関

税の課税措置により本邦産同種の貨物について一定の販売量、販売価格及び生産量を維持で

き、営業利益を確保できた結果、雇用及び一人当たりの賃金については、一定の水準で推移し

 
232 申請書 5-2-3(1)オ、本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-3-2、F-3-4） 
233 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 F-8） 
234 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 B-6-1） 



- 65 - 
 

ていた235。 

 

表 34 本邦の産業の平均雇用人数の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

平均雇用人数（人） 【100】 【93】 【87】 【86】 【84】 【83】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－１０ 賃金 

 

(188) 本邦の産業の雇用者一人当たりの賃金（月額換算）は、「表 35 本邦の産業の雇用者一人

当たりの賃金の推移」のとおり、調査対象期間中増減を繰り返したが、ほぼ一定水準で推移

した。 

 

(189) なお、不当廉売関税の課税措置による雇用及び賃金への影響を確認したところ、「３－４

－９ 雇用」で述べたとおり、不当廉売関税の課税措置により一定の水準で推移していた236。 

 

表 35 本邦の産業の雇用者一人当たりの賃金の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

一人当たり平均賃金 

（千円） 

【100】 【101】 【102】 【100】 【98】 【104】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－１１ 生産性 

 

(190) 本邦の産業の生産性は、「表 36 本邦の産業の生産性の推移」のとおりであった。本邦

の産業の雇用者一人当たりの生産高を示す物的生産性については、調査対象期間中増減を繰

り返し、調査対象期間全体を通じて 25 ポイント上昇した。上記「３－４－９ 雇用」のとお

り、平均雇用人数は減少傾向で推移していたのであり、物的生産性は、「３－４－１ 生産高

（生産量）」で述べた生産量の増減をより反映していることを確認した。 

  また、雇用者一人当たりの販売額を示す価値生産性については、上記「３－４－５ 利

潤」で述べた売上高の増減を反映しており、調査対象期間全体を通じて 26 ポイント上昇した。 

 
235 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 B-7-1、B-7-2） 
236 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 B-7-2） 



- 66 - 
 

    以上のとおり、生産性については、一定程度の改善が見られた。 

 

表 36 本邦の産業の生産性の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

物的生産性（MT／人） 【100】 【115】 【100】 【121】 【132】 【125】 

価値生産性（千円／人） 【100】 【109】 【100】 【107】 【126】 【126】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（様式 B-1） 

（注 1）物的生産性（MT／人）＝総生産量（MT）／平均雇用人数（人） 

（注 2）価値生産性（千円／人）＝国内販売額／平均雇用人数（人） 

（注 3）平均雇用人数は、「表 34 本邦の産業の平均雇用人数の推移」の数値を使用した。 

（注 4）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

３－４－１２ 成長 

 

(191) 製造業においては、一般的に、研究開発が企業の成長のための重要な要素であることか

ら、成長に及ぼす影響について検討するために、「表 37 本邦の産業の研究開発費の推移」の

とおり、本邦産業の研究開発の動向を確認したところ、平成 30 年度を除き、減少傾向で推移

した。研究開発の内容としては、【研究目的】等の検討を行う目的で行われており、事業を継

続するために必要な研究であることを確認した237。平成 30 年度に対前年度比で 7 ポイント

増加したのは、【開発目標】、EMD の【製造技術】の効果を再検討し、【開発内容】に着手し

たためで、事業を継続するために必要な研究であることを確認した238。令和 2 年度は対前年

度比で 35 ポイント減少しているが、令和 2 年度以降は開発テーマの端境期に当たったため開

発費用が減少したことを確認した239。また、投資も企業の成長のための重要な要素であるが、

これについては、上記「３－４－６ 投資及び投資収益」で分析したとおり、事業継続のため

のものであることを確認した。 

 

表 37 本邦の産業の研究開発費の推移 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

研究開発費（百万円） 【100】 【107】 【80】 【45】 【37】 【12】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-5） 

（注）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

 
237 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 F-5-2、様式 F-5）、本邦生産者現地調査結果報告書 3. （3）（オ） 
238 本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-5）、本邦生産者現地調査結果報告書 3. （3）（オ） 
239 本邦生産者現地調査結果報告書 3. （3）（カ） 
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３－４－１３ 国内価格に影響を及ぼす要因 

 

(192) 本邦産同種の貨物の国内価格に影響を及ぼす要因として、原材料の購入費用を含む製造

原価について検討した。 

 

(193) 本邦産同種の貨物の 1kg 当たりの製造原価と国内販売価格は、「表 38 本邦の産業の 1kg

当たりの製造原価と国内販売価格」のとおりであった。 

   製造原価の【数値】%から【数値】%を占める原材料費は、平成 29 年度から令和 3 年度

にかけて 21 ポイント減少した後、2022 年 1 月～2022 年 12 月は対前年度比 11 ポイント増

加し、調査対象期間全体では 10 ポイントの減少となった。これは原材料の【数値】割を占め

る二酸化マンガン鉱石の価格推移を概ね反映していた。労務費は僅かな増減があったが調査

対象期間中大きな変動はなかった。 

  また、製造原価の【数値】%から【数値】%を占める経費は令和元年度まで 18 ポイント

増加し、令和 2 年度に減少に転じたが、その後、増加し続け、調査対象期間全体を通じて 15

ポイント増加した。これは、経費の約【数値】%から【数値】%を占める電力及び燃料費の価

格推移を反映していた。製造原価は経費の増減を反映し、令和元年度にかけて 7 ポイント増

加し、令和 2 年度は対前年度比で 24 ポイント減少したが、その後増加し続け、調査対象期間

全体では 3 ポイントの増加となった。 

  国内販売価格は、平成 30 年度は、電力及び燃料費の価格及び二酸化マンガン鉱石価格の

上昇を国内販売価格に転嫁したため対前年度比で 2 ポイント増加し、令和元年度及び令和 2

年度は、電力及び燃料費の価格の下落を受けて、対前年度比で減少した。令和 3 年度は、電

力及び燃料費の価格及び二酸化マンガン鉱石価格の上昇のため、対前年度比で 2 ポイントの

増加となった。2022 年 1 月～2022 年 12 月も、電力及び燃料費の価格の上昇及び二酸化マン

ガン鉱石の価格上昇により、対前年度比で 8 ポイントの増加となった。 

  製造原価率の推移を見ると、平成 29 年度から令和元年度にかけて販売量の減少がある中

で製造原価率は【60-95】%から【60-95】%に悪化し、その後、令和 2 年度は【60-95】%と

改善したものの、令和 3 年度は【60-95】%、2022 年 1 月～2022 年 12 月は【60-95】%と悪

化している。また、直近、電力及び燃料費の価格の上昇により製造原価が上昇している中、

「表 38 本邦の産業の 1kg 当たりの製造原価と国内販売価格」のとおり、本邦生産者は、製

造原価の上昇分を十分に国内販売価格に転嫁できていないことを確認した。本邦生産者から

は、「2022 年はウクライナ危機の影響によりマンガン鉱石価格が短期間に高騰することがあ

り、それに伴い、本邦産同種の貨物の製造原価も増加した。この増加は、短期間の急激な上昇

であったため、現在でも、コスト上昇分を完全に本邦産同種の貨物の販売価格へ転嫁できて

はいない」との回答240があった。さらに、上記(166)のとおり、当該輸入貨物の輸入量は調査

対象期間中、減少し続けていたが、令和 3 年度時点においても、中国品の価格を引き合いに

 
240 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-11-1） 
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本邦産同種の貨物の国内販売価格の引下げを求められることがあったことも確認した241。 

 

表 38 本邦の産業の 1kg 当たりの製造原価と国内販売価格 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

製造原価合計（円／kg） 【100】 【100】 【107】 【83】 【89】 【103】 

 原材料費（円／kg） 【100】 【100】 【95】 【83】 【79】 【90】 

労務費（円／kg） 【100】 【84】 【102】 【74】 【77】 【87】 

経費（円／kg） 【100】 【103】 【118】 【84】 【99】 【115】 

国内販売価格（円／kg） 【100】 【102】 【101】 【96】 【98】 【106】 

製造原価率（%） 【60-95】 【60-95】 【60-95】 【60-95】 【60-95】 【60-95】 

（出所）本邦生産者当初質問状回答書及び不備改め版回答書（様式 C-1）、本邦生産者当初質問状

回答書（F-2-2、F-2-4） 

（注 1）単位当たりの製造原価（円／kg）＝国内向け製造原価（円）／国内向け生産量（kg） 

（注 2）単位当たりの労務費（円／kg）＝労務費（円）／国内向け生産量（kg） 

（注 3）単位当たりの経費（円／kg）＝経費（円）／国内向け生産量（kg） 

（注 4）製造原価率＝製造原価（円／kg）／国内販売価格（円／kg） 

（注 5）各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。ただし、製造原価率の【  】は、

レンジ表記である。 

（注 6）国内販売価格：本邦生産者国内販売価格 工場渡し 

 

３－４－１４ 不当廉売価格差の大きさ 

 

(194) 「２－１－６－２ 不当廉売差額率（正常価格と第三国向け輸出価格との差額）」に記載

のとおり、不当廉売差額率は、39.26%であったが、不当廉売関税の課税賦課の下、「３－３－

１ 当該輸入貨物の輸入量」で述べたとおり、当該輸入貨物の輸入量は激減し、2022 年 1 月

～2022 年 12 月は輸入が停止していたため、同期間において不当廉売差額率が上記のとおり

であったことによって本邦の産業が受けた影響はなかったと判断した。 

 

３－４－１５ 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に及ぼす影響についての結論 

 

(195) 現行の不当廉売関税賦課の下、当該輸入貨物の輸入量が大幅に減少し、2022 年 1 月～

2022 年 12 月は輸入が停止する中、本邦産同種の貨物の市場占拠率は【数値】%から【数値】%

の間で堅調に推移した一方、国内販売量は国内需要量の減少により調査対象期間全体を通じ

てほぼ横ばいで推移した。生産量及び稼働率は一定程度の改善は見られた。本邦の産業の売

 
241 本邦生産者当初質問状回答書（添付資料 C-3-5 第 2 部）、本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-6） 
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上高は、令和元年度を除き全体として堅調に推移していた。売上総利益は、平成 30 年度を除

き売上高と同様の増減傾向を示し、調査対象期間を通じて改善した。営業利益は、売上総利益

と同様の増減傾向を示しており、改善を示していた。売上高営業利益率は、令和元年度を除

き、【数値】%から【数値】%の間で堅調に推移していた。営業活動によるキャッシュフロー

については、調査対象期間中大幅な増減を繰り返したが、調査対象期間を通じてプラスであ

り、健全な状態で推移していた。設備投資については、主に製造コストの削減や老朽化した設

備の更新を目的とした設備投資であり、事業を継続するために必要な投資が行われていた。 

 

(196) 物的生産性は、生産量とほぼ同様の増減傾向を示し、調査対象期間全体を通じて増加し、

価値生産性については、売上高の変動を反映しつつ増加し、一定程度の改善を示した。投資収

益率については、営業利益の増減推移を反映して増加した。  

 

(197) かかる状況を踏まえれば、損害に係る指標については、現行の不当廉売関税に係る課税

措置により改善が見られたということができる。一方で、調査対象期間中、中国産の価格を引

き合いに本邦産同種の貨物の国内販売価格の引き下げを求められることがあり、直近では、

電力及び燃料費の価格の上昇による製造原価上昇を一定程度しか国内販売価格に転嫁するこ

とができていないことを確認した。 

 

３－５ 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された期間の満

了後に再発するおそれ 

 

(198) 「３－３－３ 当該輸入貨物の輸入量及び当該輸入貨物の輸入が本邦における本邦産同

種の貨物の価格に及ぼす影響についての結論」のとおり、当該輸入貨物の輸入量は、調査対

象期間中、平成 29 年度をピークに減少を続け、令和 4 年には輸入が停止した。そのため、当

該輸入貨物の輸入が本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された期間の満了後に

再発するおそれについて検討を行った。 

 

３－５－１ 将来における当該輸入貨物の輸入価格 

 

(199) 「２－２－７ 中国を原産地とする EMD の不当廉売輸入が再発するおそれの結論」の

とおり、当該輸入貨物については、現行の不当廉売関税の課税期間満了後において、輸入が再

発するおそれがあるものと認められる。当該輸入貨物の輸入が再発した場合において、本邦

の産業にどのような影響を与える可能性があるのかを検討するため、将来における当該輸入

貨物の輸入価格について検討を行った。 

 

３－５－１－１ 中国から第三国への輸出価格 

 

(200)  上記(166) のとおり、調査対象期間において当該輸入貨物の輸入は事実上停止している
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ことから、将来における当該輸入貨物に係る輸入価格の動向を分析するため、中国から第三

国への輸出価格について調査を行った。その結果、調査対象期間における中国から第三国へ

の輸出価格は、「表 39 中国から第三国への輸出価格と本邦産同種の貨物の本邦における国

内販売価格（全品種、工場渡し）と製造コスト（製造費用）との比較」のとおりであった。な

お、中国から第三国への輸出価格については、供給者からの回答が得られなかったため、中国

税関輸出貿易統計から得られた情報を基に算出し、また、中国税関輸出貿易統計からは品種

別の情報を得ることはできなかったため、EMD の各品種を区別せず全品種で検討することと

した。 

 

表 39 中国から第三国への輸出価格と本邦産同種の貨物の本邦における国内販売価格（全品

種、工場渡し）と製造コスト（製造費用）との比較 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

中国から第三国への輸出価格

（円／kg）） 【100-200】 【100-200】 【100-200】 【100-200】 【200-300】 【300-400】 
本邦産同種の貨物の価格 

（円／kg） 【200-400】 【200-400】 【200-400】 【200-400】 【200-400】 【200-400】 

製造原価合計（円／kg） 【100】 【100】 【107】 【83】 【89】 【103】 

（出所）本邦生産者当初質問状及び不備改め版回答書（様式 C-1）、本邦生産者当初質問状回答書

（F-2-2）、調査当局が収集及び分析した関係証拠「中国税関輸出貿易統計」 

（注 1）中国から第三国への輸出価格については、中国税関輸出貿易統計における二酸化マンガ

ンの輸出金額（元）に、各年度の平均レートを乗算（2022 年 1 月～12 月は、同期間の平

均レートを乗算）し、円建ての輸出金額を算出後、円建ての輸出単価を算出し、この円建

ての輸出単価に、申請書別紙（非公開）12-3、12-4 における、中国から日本への海上輸送

費及び保険料を加算して算出した。ただし、第三国のうち中国へ不当廉売関税を賦課して

いる米国、日本を除く。また、本邦産同種の貨物の価格と共に【 】は、レンジ表記であ

る。 

（注 2）製造原価合計各欄の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。 

 

(201) 「表 39 中国から第三国への輸出価格と本邦産同種の貨物の本邦における国内販売価

格（全品種、工場渡し）と製造コスト（製造費用）との比較」のとおり、中国から第三国への

輸出価格は、平成 29 年度から令和 3 年度まで本邦産同種の貨物の価格を下回る価格で推移し

ていたが、令和 4 年は【数値】円/kg であり、本邦産同種の貨物の価格を【60-90】円/kg 上回

っていた。令和 4 年における中国から第三国への輸出価格は、対前年度比で 56%上昇してお

り、他の年度と比べても大きく異なる価格水準であった。そのため、令和 4 年において中国

から第三国への輸出価格が上昇した要因について検討した。 
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３－５－１－２ 令和 4 年において中国から第三国への輸出価格が上昇した要因 

 

３－５－１－２－１ 需給の状況 

 

(202) 「表 19 中国の供給者の EMD 生産能力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量」

のとおり、令和 3 年から令和 4 年にかけて、中国の供給者の生産能力に変化はなかった一方、

中国の供給者の生産量は、【数値】MT から【数値】MT へ、大きく減少した。 

 

(203) 上記(202)の中国の供給者の生産量の減少に関し、中国の供給者の稼働率は、「２－２－

２ 供給者の余剰生産能力」のとおり、平成 29 年から令和 3 年にかけては【60-100】%から

【60-100】%で推移していたが、令和 4 年には【30-70】%と大きく低下し、同年の生産量は

前年に比べて 43 ポイント減少した。一方で、中国から第三国への輸出価格は、前年に比べて

大きく上昇した。当該価格上昇について、需要量に応じた供給が行われていたのであれば、大

きく変動することはないと思われるところ、上記のとおり大きく上昇していることを踏まえ

れば、令和 4 年においては、需要量の減少分よりも大きな供給量の減少が生じ、需要に応じ

た供給がされていない状態となり、価格が上昇したものと考えられる。上記中国の供給者の

供給行動については、調査当局が公開情報から入手した中国供給者の年次報告書242において

も裏付けられているものであり、中国内外の EMD 需要が減少する中で、価格を安定させる

ために生産量を調整したものであったと判断した。 

 

(204) また、中国においては、令和 3 年 9 月、20 近くの省において計画停電が発生するなど、

電力の供給不足が生じた243。令和 4 年 7 月には、広東省の政府当局は、電力の供給を保証し、

電力制限を実施しない方針を明確にし、広東省などに電力を供給する中国南方電網は、同月、

電力供給を保障し、電力制限は発生させない旨を強調する声明を発表していたところである

が244、「３－１－２ 製造工程」のとおり、EMD の生産においては、電解工程が必要になる

ため、電力の使用が不可欠であるため、この電力の供給不足も生産量の減少に一部影響した

ことも考えられる。 

 

３－５－１－２－２ 電力価格の状況 

 

(205) 中国において、石炭火力発電の電力価格の上限については、ベンチマーク価格に対しプ

ラス 10%までとする制限となっていたが、国家発展改革委員会は、電力の供給不足に対応す

るため、令和 3 年 10 月、「石炭火力発電による電力卸売価格の市場化改革をさらに深化させ

る通知（国家发展改革委关于进一步深化燃煤发电上网电价市场化改革的通知）」を発出し、当

該上限をプラス 20%までに変更した。これにより、電力の平均取引価格が、中国において EMD

 
242 調査当局が収集及び分析した関係証拠「貴州紅星発展有限公司 2022 年年次報告」 
243 本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-3、添付資料 G-3-④） 
244 本邦生産者追加質問状回答書（添付資料 G-3-⑨） 
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を多く生産する Xiangtan が所在する湖南省を含む多くの省において上昇し、遅くとも令和 4

年 3 月までに、上限の価格にほぼ達した245。 

 

(206) 上記(205)の電力価格の上昇がもたらし得る EMD 価格への影響について、本調査におい

て、中国の供給者からの関連する回答はなかった。したがって、中国の供給者が生産する EMD

について、その売上原価に占める電力費用の割合は不明であるところ、本邦生産者の本邦産

同種の貨物の売上原価に占める電力費用の割合は【数値】%程度にとどまるところであること

が判明している246。これを踏まえれば上記電力価格の上昇が、中国から第三国への輸出価格

の上昇に大きく影響を与えたものであるとまでは認めることはできないが、一定程度の影響

を与えたものと考えられる。 

 

３－５－１－２－３ 令和 4 年において中国から第三国への輸出価格が上昇した要因についての

結論 

 

(207) 以上を踏まえると、本調査で得られた資料からすれば、令和 4 年において中国から第三

国への輸出価格が上昇した要因は、主として、中国の供給者が、需要の減少に対応し、また、

価格を安定させるために生産調整を行い、供給量が減少したところ、実際には需要量は供給

量が減少した量とは同程度には減少せず、需要に応じた供給がされていない状態が生じたた

めであったと認めるのが相当である。 

 

３－５－１－３ 想定される当該輸入貨物の輸入価格 

 

３－５－１－３－１ 需給の状況 

 

(208) 中国の供給者の令和 5 年第 1 四半期における稼働率は【数値】%にとどまっており247、

生産調整が同年に入っても依然として行われていることが認められる248。需要に関しては、

中国の EMD の大手メーカーのうちの 1 つである Xiangtan は、同年 7 月に発表した文書に

おいて、同年上半期について、EMD 製品の販売数量は、川下の一次電池市場の需要の継続的

な縮小により、前年同期比で減少した旨を述べているところであり249、他の中国の EMD メ

ーカーも、同年の上半期の報告書において、川下業界の需要量は強くない旨述べている250。 

 

 
245 本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-3、添付資料 G-3-④） 
246 本邦生産者当初質問状回答書（様式 F-2-2） 
247 本邦生産者現地調査提出資料 20 
248 本邦生産者現地調査提出資料 53 
249 本邦生産者追加質問状回答書（添付資料 G-3-③）、本邦生産者現地調査結果報告書 3.（4）（ア） 
250 本邦生産者現地調査提出資料 53 
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３－５－１－３－２ 中国から第三国への輸出価格の状況 

 

(209) 中国から第三国への輸出価格は、令和 3 年 10 月頃から大きく上昇し始め、令和 4 年 6 月

頃にピークを迎えたが，その後は緩やかな下落傾向を示している251。 

 

(210) 中国から第三国への輸出価格は、輸出先の国によって差があり、その差も大きく252、令

和 4 年の本邦産同種の貨物の価格に近似した価格で輸出した国253もあり、中国の供給者は、

輸出先に応じて価格を調整して輸出していることがうかがわれる。 

 

３－５－１－３－３ 電力の状況 

 

(211) 上記(204)のとおり、中国においては、令和 3 年 9 月、電力の供給不足が生じていたが、

広東省などに電力を供給する中国南方電網は、令和 4 年 7 月、安定的な経済成長に貢献すべ

く、電力供給を保障し、電力制限は発生させない旨を強調する声明を発表し、供給を確保する

具体的な手段として、電力網の配置の最適化、重点発電所プロジェクトの期限どおりの操業

開始などを挙げた254。 

 

(212) 上記(205)のとおり、中国においては電力価格の上昇が生じていたところであり、その平

均価格は、令和 3 年度は【0-3】人民元/kWh であったところ、令和 4 年 1 月時点では【0-3】

人民元/kWh まで上昇したが、令和 5 年 7 月時点では【0-3】人民元/kWh と令和 3 年度とほ

ぼ同水準の価格となっている255。 

 

３－５－１－３－４ 想定される当該輸入貨物の輸入価格についての結論 

 

(213) 「３－５－１－２－３ 令和 4 年において中国から第三国への輸出価格が上昇した要因

についての結論」のとおり、令和 4 年において中国から第三国への輸出価格が上昇した要因

は、需要に応じた供給がされていない状態が生じたためであったと認められるところ、上記

(208)のとおり、中国の供給者は、令和 5 年に入っても供給を制限しているが、需要も強くは

なく、このような状況下で、上記(209)のとおり、中国から第三国への輸出価格は緩やかに下

落していることからすると、需要に応じた価格に調整が進んでいるものといえ、従前の価格

水準も考慮すると、この価格の下落傾向は今後も続くものと考えられる。 

 

 
251 調査当局が収集及び分析した関係証拠「中国税関輸出貿易統計」 
252 調査当局が収集及び分析した関係証拠「中国税関輸出貿易統計」 
253 中国から令和 5 年 1 月にベトナム社会主義共和国に輸出された価格。なお、同価格は、中国税関輸出貿易統

計を基に算出した輸出単価（円）に申請書別紙（非公開）12-3、12-4 における、中国から日本への海上輸送費

及び保険料を加算して算出した。 
254 本邦生産者追加質問状回答書（添付資料 G-3-⑨） 
255 本邦生産者現地調査結果報告書 3.（4）（ア）、本邦生産者現地調査提出資料 49 
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(214) また、上記(210)のとおり、中国の供給者は、輸出先に応じて価格を調整して輸出してい

ることがうかがわれるところ、国によっては、令和 4 年の本邦産同種の貨物の価格に近似し

た価格で輸出したこともあったのであり、中国の供給者は、低い稼働率の中でも当該価格で

EMD を輸出することができる状況にあるといえる。「表 19 中国の供給者の EMD 生産能

力・生産量・余剰生産能力・稼働率・国内需要量」のとおり、中国の供給者の平成 29 年から

令和 3 年までの稼働率は【60-100】%から【60-100】%の間で推移しており、この間の中国か

ら第三国への輸出価格は、「表 39 中国から第三国への輸出価格と本邦産同種の貨物の本邦

における国内販売価格（全品種、工場渡し）と製造コスト（製造費用）との比較」のとおり、

【数値】円から【数値】円の間で推移しており、本邦産同種の貨物の価格を常に下回ってい

た。 

 

(215) 「３－５－１－３－３ 電力の状況」のとおり、中国において、電力の供給について、

電力会社が供給を保障する旨の声明を発表し、電力価格は令和 3 年度とほぼ同水準の価格と

なっており、電力の状況が中国の供給者の生産を抑制する要因には現状はなっていないもの

といえる。 

 

(216) そして、「２－２－７ 中国を原産地とする EMD の不当廉売輸入が再発するおそれの結

論」のとおり、中国の供給者は、余剰生産能力の吸収先を探さざるを得ない状況にある。 

 

(217) 以上を踏まえると、中国の供給者は、現行の不当廉売関税の課税期間満了後、輸出が容

易になった本邦の市場に対し、稼働率を上げて、本邦産同種の貨物の価格を下回る価格で

EMD を輸出する可能性が高い、換言すれば、現行の不当廉売関税の課税期間満了後、想定さ

れる当該輸入貨物の輸入価格は、本邦産同種の貨物の価格を下回るものである可能性が高い

と認めるのが相当である。 

 

３－５－２ 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に与える影響 

 

(218) 「２－２－７ 中国を原産地とする EMD の不当廉売輸入が再発するおそれの結論」の

とおり、当該輸入貨物については、現行の不当廉売関税の課税期間満了後において、輸入が再

発するおそれがあり、その際の輸入価格は、「３－５－１－３－４ 想定される当該輸入貨物

の輸入価格についての結論」のとおり、本邦産同種の貨物の価格を下回るものである可能性

が高い。そこで、このような価格で当該輸入貨物が輸入された場合に、本邦の産業にどのよう

な影響が生じる可能性があるかについて検討した。 

 

３－５－２－１ 競争可能性 

 

(219) 当該輸入貨物と本邦産同種の貨物の代替性に関しては、「３－１－６ 代替性」で分析し

たとおり、高い代替性を有しており、今後の代替可能性の変化の見込みについて確認したと
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ころ、回答が得られた産業上の使用者 3 者256のうち【回答者数】者257が変化の見込みは「無」

と回答していた258。また、「３－１－１ 物理的及び化学的特性」で述べたとおり、本邦生産

者は調査対象期間中、高性能アルカリ電池用途の製品を開発しているところ、当該輸入貨物

は、本用途の製品に対しても代替可能性があることを確認した259。 

 

(220) また、外国の生産者と本邦の生産者との間の競争を阻害する制限的な商慣行については、

回答が得られた 6 者260中【回答者数】者261が、制限的な商慣行は「有」と回答したが、内容

としては、【具体的な内容】というものであり、公正かつ自由な商慣行の下において取引がな

されたことを否定する回答ではなかった262。 

 

(221) 産業上の使用者が重視する事項の調査対象期間中の変化の有無について、回答が得られ

た 6 者中、【回答者数】者263から、「無」との回答があり、前回延長調査と同様に、引き続き、

価格が重視されていたことを確認した264。産業上の使用者が重視する事項が将来的に変化す

る見込みの有無については、【回答者数】者265から、「無」との回答があった266。他方、1 者267

から「有」との回答があり、その内容として【変化の内容】を挙げる回答があったが、理由と

して【変化の理由】と回答するものであり268、単に将来の【重視する内容】を追加的に述べ

ているにとどまるのみで、使用者が重視する事項として引き続き価格が重要であることを否

定するものではないと考えられる。実際、本邦生産者の顧客面談記録から、安い中国品を引き

合いとした価格交渉が行われていたことを確認した269。 

 

(222) 以上によれば、当該輸入貨物が輸入された場合、本邦産同種の貨物と当該輸入貨物との

間に競争が生じるものということができる。 

 

３－５－２－２ 将来における本邦の EMD の市場規模 

 

(223) 将来における本邦の EMD の市場規模に関し、EMD に係る国内需要量については、産業

 
256 FDK、東洋紡、マクセル 
257 【産業上の使用者】 
258 産業上の使用者当初質問状回答書（【産業上の使用者】）（調査項目 D-1-4） 
259 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 E-1-3） 
260 東ソーグループ、蝶理、FDK、東洋紡、マクセル 
261 【回答者】 
262 【回答書】 
263 東ソーグループ、蝶理、【産業上の使用者】 
264 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 E-4-1、E-4-2）、輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 E-4-
1、E-4-2、E-4-4）、産業上の使用者当初質問状回答書（【産業上の使用者】）（調査項目 D-4-1、D-4-2）、前回延

長調査結果報告書 ３－２－３ 
265 東ソーグループ、【産業上の使用者】 
266 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 E-4-3、E-4-4）、産業上の使用者当初質問状回答書（【産業上の使用

者】）（調査項目 D-4-3、D-4-4） 
267 蝶理 
268 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 E-4-3、E-4-4） 
269 本邦生産者当初質問状回答書（添付書類 C-3-5 第 2 部）、本邦生産者追加質問状回答書（調査項目 G-6） 



- 76 - 
 

上の使用者 1 者270から「一次電池市場が拡大傾向にある」との回答があった271。輸入者 1 者

272からは、将来の供給動向に関する質問に対し、国内需要に関する回答も提出され、【供給動

向の説明】との回答もあった273。そして、本邦生産者からは、以下の内容の回答があった274。 

・マンガン一次電池正極材用途に関しては、国内需要は引き続き存在しないと考えられる。 

・アルカリ一次電池正極材用途に関しては、アルカリ一次電池の日本国内生産本数が増加す

る可能性はあるが、アルカリ一次電池の高性能化に伴い小型化が進み、結果、電池一本当

たりの EMD の使用量の減少は進むと考えられるから、全体の需要としては現状維持又は

若干の減少傾向になると考えられる。 

・リチウム一次電池用途に関しては、【リチウム一次電池の用途】等を中心に需要が拡大する

と見込まれるが、増加分はアルカリ一次電池の使用量に比較すると非常に小さく、影響は

大きなものではない。 

・二次電池正極材原料用途のうち、電気自動車の車載電池用途に関しては、現在はほとんど

使われていないと思われる。 

・二次電池正極材原料用途のうち、無停電電源装置用途に関しては、一定の需要が存在して

いるが、大きな成長は期待しにくい。 

・フェライト用途に関しては、既に需要が低水準となっており、今後もフェライトの生産の

アジアへの移行が続くことが考えられることから、その需要が中長期的に増加するとは考

えられない。 

・触媒用途に関しても、本邦市場における EMD 需要が増加することは考えにくい。 

 

(224) 以上のとおり、将来における本邦の EMD の市場規模について、需要の増加を示唆する

回答と、需要の増加は見込まれない旨を示唆する回答がされている。上記(168)のとおり、本

邦 EMD の需要は、調査対象期間を通じて 4 ポイント減少しているところ、今後の著しい需

要の減少を裏付ける証拠は見当たらず、他方、今後の著しい需要の増加を裏付ける証拠も見

当たらない。 

 

(225) 以上のような利害関係者等の回答状況、調査対象期間中の需要の推移及び将来の需要に

関する証拠の状況を踏まえると、本邦の EMD の市場規模は、将来、現状に比して著しく縮

小するとも拡大するとも見込まれないと考えるのが妥当である。当該輸入貨物が輸入された

場合には、本邦の産業は、この限られた市場の中で、当該輸入貨物と競争しなければならない

といえる。 

 

 
270 マクセル 
271 産業上の使用者当初質問状回答書及び同不備改め版回答書（マクセル）（調査項目 A-4-3） 
272 蝶理 
273 輸入者当初質問状回答書（蝶理）（調査項目 A-7-3） 
274 本邦生産者当初質問状回答書（調査項目 A-11-3）、本邦生産者現地調査結果報告書 3. （1）（ウ） 
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３－５－２－３ 第三国からの輸入量・輸入額 

 

(226) 上記「表 23 当該輸入貨物の本邦における消費の相対的変化（市場占拠率）及び本邦の

需要量の推移」で分析したとおり、第三国産同種の貨物の輸入量は、市場占拠率で見ると、調

査対象期間全体を通じて【数値】%から【数値】%の間で、【数値】%程度の減少であり、一定

の水準を保っていた。また、「表 40 第三国産同種の貨物の価格と、本邦産同種の貨物の本

邦における販売価格（全品種、工場渡し）の比較」のとおり、調査対象期間における第三国産

同種の貨物の価格は、本邦産同種の貨物の価格を常に上回っていることが認められた。その

ため、当該輸入貨物が輸入された場合に、本邦産同種の貨物と当該輸入貨物との間に生じる

競争において、第三国産同種の貨物は影響を与えるものではないと判断した。 

 

表 40 第三国産同種の貨物の価格と、本邦産同種の貨物の本邦における販売価格（全品種、工場

渡し）の比較 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 2022 年 1 月～ 

（2017 年度） （2018 年度） （2019 年度） （2020 年度） （2021 年度） 2022 年 12 月 

第三国産同種の貨物の価格 
（円／kg） 260 268 256 243 262 301 

本邦産同種の貨物の価格 
（円／kg） 

【100】 【102】 【101】 【96】 【98】 【106】 

価格比 

（%） 

【101-130】 【101-130】 【101-130】 【101-130】 【101-130】 【101-130】 

（出所）本邦生産者当初質問状及び同不備改め版回答書（様式 C-1）、調査当局が収集及び分析

した関係証拠「財務省貿易統計」 

（注 1）第三国産同種の貨物の価格については、財務省貿易統計で算出した単価より調査対象貨

物の価格を除いて算出。 

（注 2）価格比（%）＝第三国産同種の貨物の価格（円／kg）／本邦産同種の貨物の価格（円／kg）

×100  

（注 3）本邦産同種の貨物の価格の【 】は、平成 29 年度を 100 とする指数である。価格比の

【 】は、レンジ表記である。 

 

３－５－２－４ 当該輸入貨物との競争による本邦の産業への影響 

 

(227) 「３－４－１５ 当該輸入貨物の輸入が本邦の産業に及ぼす影響についての結論」で述

べたとおり、本邦の産業は輸入量が激減・停止する中において改善が見られたが、直近では、

電力及び燃料費の価格の上昇による製造原価の上昇を一定程度しか国内販売価格に転嫁する

ことができなかった。また、調査対象期間中、価格交渉において中国品を引き合いに出された

ことがあった。 

 

(228) 以上を踏まえると、本邦産同種の貨物の価格を下回る価格で当該輸入貨物が輸入された
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場合、本邦の産業は、本邦産同種の貨物の価格を当該輸入貨物と同等の価格まで引き下げら

れることを求められる可能性が高い。 

 

(229) 「表 39 中国から第三国への輸出価格と本邦産同種の貨物の本邦における国内販売価

格（全品種、工場渡し）と製造コスト（製造費用）との比較」のとおり、平成 29 年度から令

和 3 年度にかけて、中国から第三国への輸出価格の平均は【数値】円で、同期間の本邦の産

業の製造原価の平均（【数値】円）を下回る水準であった。また、中国の供給者は、令和 4 年

においても、不当廉売差額率が 39.26%となる価格で EMD を中国から第三国へ輸出してい

る。以上の事実を考慮すると、現状の不当廉売関税の課税期間が満了し、当該輸入貨物が本邦

産同種の貨物の価格を下回る価格で輸入された場合、本邦の産業は、当該輸入貨物との競争

により、製造原価に近い水準での価格競争を迫られるとともに、販売量の減少による利益の

減少又は販売量を維持するために価格を下げたことによる利益の減少が生じるといえる。 

 

３－５－３ 本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が指定された期間の満了後に再発するお

それについての結論 

 

(230) 上記のとおり、当該輸入貨物については、現行の不当廉売関税の課税期間満了後におい

て、不当廉売輸入が再発するおそれがあり、その際の輸入価格は、本邦産同種の貨物の価格を

下回るものである可能性が高く、そのような当該輸入貨物が輸入されると、本邦の産業は当

該輸入貨物との競争の中で利益が減少するといえ、本邦の産業の事業の継続が危うくなる可

能性も否定できない。 

 

(231) よって、本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が、指定された期間の満了後に再発

するおそれがあると認められる。 
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４ 最終決定の基礎となる重要な事実に係る反論・再反論及びこれらに係る調査当局の見解 

 

４－１ 調査の経緯に関する事項 

 

(232) 調査開始告示で告示した法第 8 条第 27 項の調査において、政令第 15 条の規定に基づく  

最終決定の基礎となる重要な事実（以下「重要事実」という。）の開示以降の調査の経緯等は、

以下のとおりであった。 

 

４－１－１ 重要事実の開示 

 

(233) 令和 5 年 11 月 27 日、本調査に係る重要事実を直接の利害関係人に対し書面で通知275す

るとともに、重要事実に係る政令第 12 条の 2 第 2 項の規定による意見の表明（以下「重要事

実に係る反論」という。）についての期限を令和 5 年 12 月 11 日とし、当該期限までに提出さ

れた重要事実に係る反論について、令和 5 年 12 月 15 日から利害関係者の閲覧に供し、他の

利害関係者から提出された重要事実に係る反論に対する更なる反論（以下「重要事実に係る

再反論」という。）（以下「重要事実に係る反論」及び「重要事実に係る再反論」を総称して

「重要事実に係る反論・再反論」という。）についての期限を令和 5 年 12 月 22 日とする旨を

利害関係者に対して併せて書面で通知（以下「重要事実に係る反論・再反論に関する通知」と

いう。）した。 

この際、重要事実に係る反論・再反論に関する通知において、重要事実に係る反論・再反

論の機会は、「これまで調査当局が政令第 10 条第 2 項及び第 10 条の 2 第 2 項の規定に基づ

き提出を求めていた証拠のうち、これまで調査当局に提出していなかった証拠を提出する機

会」ではないことを明示した。 

また、中国政府に対しても重要事実を書面で送付276するとともに、重要事実に係る反論・

再反論に関する通知を併せて送付277した。 

 

(234) 上記(233)の重要事実の通知に際して、供給者に対して、知ることができた事実（ファク

ツ・アヴェイラブル）の適用に至った経緯及び理由並びに採用した証拠並びに適用した手法

を示す書面を送付するとともに、利害関係者に対して当該書面の開示版を閲覧に供した。 

 

４－１－２ 重要事実に係る利害関係者からの意見 

 

(235) 重要事実に係る反論について、その期限である令和 5 年 12 月 11 日までに、申請者であ

る東ソーグループから以下の内容の重要事実に係る調査当局の判断を支持する旨の意見の表

 
275 政令第 15 条 
276 協定 6.9 
277 協定 6.2 
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明278があったほかは、利害関係者からの反論の提出はなかった。 

  

調査当局による適正な調査手続及び適切な調査結果を評価するとともに、重要事実の結

論及び内容を支持する。 

 

(236) 重要事実に係る再反論について、その期限である令和 5 年 12 月 22 日までに、利害関係

者からの提出はなかった。 

 

４－１－３ 秘密の情報 

 

(237) 上記(235)のとおり利害関係者が提出した書面のうち、秘密情報について、調査当局は秘

密の理由書の提出を求め、これを受領した。この際、他の利害関係者の閲覧に供するために、

これらの書面に係る開示版の書面の提出を求め、これを受領した。 

 

４－１－４ 証拠等の閲覧 

 

(238) 調査当局の求めに応じて提出された書面及び調査当局が作成した書面（ただし、これら

の書面における秘密情報については開示版要約に限る。）について、利害関係者に対し閲覧に

供した。 

 

４－２ 重要事実に係る利害関係者からの意見に対する検討及び結論 

 

(239) 上記(235)のとおり、東ソーグループからの意見の表明は重要事実の開示において示され

た調査当局の判断を支持するものであり、調査当局の判断の変更を求めるものではなく、当

該意見の表明のほかには重要事実に係る利害関係者からの反論・再反論の提出はなかったこ

とから、検討の結果、重要事実で示した調査当局の判断を変える必要はないものと認められ

た。 

 

５ 結論 

 

(240) 以上のとおり、不当廉売された指定貨物の輸入及び当該輸入の本邦の産業に与える実質

的な損害等の事実が、指定された期間の満了後に再発するおそれがあると認められた。 

 
278 重要事実反論書（東ソーグループ） 



番号 標目

1
中華人民共和国産の電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税期間の延長を求める書面（東ソー日向株式会社
及び東ソー株式会社）

2 調査対象貨物の輸入者に対する確認票（住友商事株式会社）

3 調査対象貨物の輸入者に対する確認票（蝶理株式会社）

4 調査対象貨物の輸入者に対する確認票（パナソニックオペレーショナルエクセレンス株式会社）

5 本邦生産者に対する確認票（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

6 産業上の使用者に対する確認票（JFEマグパウダー株式会社）

7 産業上の使用者に対する確認票（アステラス製薬株式会社）

8 産業上の使用者に対する確認票（東洋紡株式会社）

9 産業上の使用者に対する確認票（マクセル株式会社）

10 産業上の使用者に対する確認票（新日本電工株式会社）

11 産業上の使用者に対する確認票（パナソニックエナジー株式会社）

12 産業上の使用者に対する確認票（株式会社ジーエス・ユアサテクノロジー）

13 産業上の使用者に対する確認票（FDK株式会社）

14 産業上の使用者に対する確認票（産業上の使用者A社）

15 代替国選定1回目通知に対する意見（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

16 代替国供給者に対する確認票（Tosoh Hellas Single Member S.A.）

17 代替国供給者に対する確認票（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

18
産業上の使用者に対する質問状の回答書並びに令和5年4月28日付け及び同年5月25日付け調査当局発出の指摘等を
踏まえて提出された質問状の回答書（FDK株式会社）

19
調査対象貨物の輸入者に対する質問状の回答書並びに令和5年4月28日付け、同年6月2日付け及び同月28日付け調査
当局発出の指摘等を踏まえて提出された質問状の回答書（蝶理株式会社）

20
本邦生産者に対する質問状の回答書並びに令和5年4月28日付け、同年5月25日付け、同年6月2日付け及び同月28日付
け調査当局発出の指摘等を踏まえて提出された質問状の回答書（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

21
産業上の使用者に対する質問状の回答書並びに令和5年4月28日付け、同年6月2日付け及び同月28日付け調査当局発
出の指摘等を踏まえて提出された質問状の回答書（東洋紡株式会社）

22
産業上の使用者に対する質問状の回答書並びに令和5年4月28日付け、同年6月2日付け及び同月28日付け調査当局発
出の指摘等を踏まえて提出された質問状の回答書（マクセル株式会社）

23
代替国供給者に対する質問状の回答書及び令和5年6月28日付け調査当局発出の指摘等を踏まえて提出された質問状
の回答書（Tosoh Hellas Single Member S.A.）

24
代替国供給者に対する質問状の回答書並びに令和5年6月28日付け及び同年10月23日付け調査当局発出の指摘等を
踏まえて提出された質問状の回答書（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

25 本邦生産者に対する追加質問状への回答書（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

26 本邦生産者に対する現地調査結果報告書及び提出資料（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

27 代替国供給者に対する現地調査結果報告書及び提出資料（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

28 代替国供給者に対する現地調査結果報告書及び提出資料（Tosoh Hellas Single Member S.A.）

29 重要事実反論書（東ソー日向株式会社及び東ソー株式会社）

30 調査当局が収集及び分析した関係証拠

（別添）

主要証拠等目録


